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財 産 目 録
令和 年 月 日現在

（ 協 会 全 体 ）

科 目
内 訳

合 計
摘 要 金 額

千円 千円

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

現 金

預 金 定期預金ほか

受 信 料 未 収 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金 受信料未収金の収納不能見込額 △

有 価 証 券

非政府保証債

事業債

譲渡性預金

番 組 勘 定 未放送の番組に係る経費ほか

前 払 費 用 設備保守費ほか

未 収 金 国際放送関係交付金ほか

その他の流動資産

仮 払 金 仮払消費税ほか

その他の流動資産 立替金ほか

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

建 物 放送会館、放送所ほか

減価償却累計額 △

構 築 物

構 築 物 空中線設備ほか

減価償却累計額 △

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 放送設備ほか

減価償却累計額 △

車両及び運搬具

車両及び運搬具 中継車ほか

減価償却累計額 △

器 具

器 具 事務用器具ほか

減価償却累計額 △

土 地 放送会館、放送所ほか

建 設 仮 勘 定 放送設備ほか

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 国際放送送信設備利用権ほか

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

その他の無形固定資産 地上権
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財 産 目 録
令和 年 月 日現在

（ 協 会 全 体 ）

科 目
内 訳

合 計
摘 要 金 額

千円 千円

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

現 金

預 金 定期預金ほか

受 信 料 未 収 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金 受信料未収金の収納不能見込額 △

有 価 証 券

非政府保証債

事業債

譲渡性預金

番 組 勘 定 未放送の番組に係る経費ほか

前 払 費 用 設備保守費ほか

未 収 金 国際放送関係交付金ほか

その他の流動資産

仮 払 金 仮払消費税ほか

その他の流動資産 立替金ほか

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

建 物 放送会館、放送所ほか

減価償却累計額 △

構 築 物

構 築 物 空中線設備ほか

減価償却累計額 △

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 放送設備ほか

減価償却累計額 △

車両及び運搬具

車両及び運搬具 中継車ほか

減価償却累計額 △

器 具

器 具 事務用器具ほか

減価償却累計額 △

土 地 放送会館、放送所ほか

建 設 仮 勘 定 放送設備ほか

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 国際放送送信設備利用権ほか

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

その他の無形固定資産 地上権

科 目
内 訳

合 計
摘 要 金 額

千円 千円

出資その他の資産
長期保有有価証券

国債
非政府保証債
地方債
事業債

出 資
関 係 会 社 出 資 ㈱ＮＨＫメディアホールディングスほか

そ の 他 の 出 資 ㈱海外通信・放送・郵便事業支援機構ほか
長期前払費用 設備保守費ほか
前払年金費用
その他の出資その他の資産

差 入 保 証 金 賃借保証金ほか

特 定 資 産

建設積立資産 建設資金積立金

政府保証債

非政府保証債

地方債

事業債

資 産 合 計

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債

未 払 金 番組制作経費、設備整備経費ほか
未 払 費 用

契 約 収 納 事 務 費
その他の未払費用 電力料、回線料ほか

未払消費税等
受 信料前受 金 翌年度分受信料の収納額
短期リース債務
その他の流動負債

前 受 収 益 事業者提供料ほか
預 り 金 源泉徴収所得税ほか
その他の流動負債 前受金

固 定 負 債
退職給付引当金
役員退任引当金
国際催事放送権料引当金
長期リース債務
その他の固定負債 低濃度ＰＣＢ廃棄物処理経費ほか

負 債 合 計
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２ 令和４年度 貸 借 対 照 表
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貸 借 対 照 表
令和 年 月 日現在

（ 協 会 全 体 ）

科 目 内 訳 金 額 構 成 比

千円 千円 ％

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金 △

有 価 証 券

番 組 勘 定

前 払 費 用

未 収 金

そ の 他 の 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額 △

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △

器 具

減 価 償 却 累 計 額 △

土 地

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 そ の 他 の 資 産

長 期 保 有 有 価 証 券

出 資

関 係 会 社 出 資

そ の 他 の 出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

出資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

特 定 資 産

建 設 積 立 資 産

特 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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貸 借 対 照 表
令和 年 月 日現在

（ 協 会 全 体 ）

科 目 内 訳 金 額 構 成 比

千円 千円 ％

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金 △

有 価 証 券

番 組 勘 定

前 払 費 用

未 収 金

そ の 他 の 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額 △

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △

器 具

減 価 償 却 累 計 額 △

土 地

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 そ の 他 の 資 産

長 期 保 有 有 価 証 券

出 資

関 係 会 社 出 資

そ の 他 の 出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

出資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

特 定 資 産

建 設 積 立 資 産

特 定 資 産 合 計

資 産 合 計

科 目 内 訳 金 額 構 成 比

千円 千円 ％

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

受 信 料 前 受 金

短 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 任 引 当 金

国際催事放送権料引当金

長 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本

承 継 資 本

固 定 資 産 充 当 資 本

剰 余 金

建 設 積 立 金

繰 越 剰 余 金

純 資 産 合 計

負債純資産合計

注 放送法及び放送法施行規則の還元目的積立金に関する規定が令和 年 月 日に施行さ

れたことを受け、電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和 年 月 日法律第

号）附則第 条及び放送法施行規則等の一部を改正する省令（令和 年 月 日総務省

令第 号）附則第 条の規定に基づき、令和 年度末における繰越剰余金 億

万 千円のうち、令和 年度において 億円を取り崩し、還元目的積立金に組み入

れます。また、令和 年度末における固定資産充当資本 億 万 千円のうち、

令和 年度において 億 万円を取り崩し、繰越剰余金に組み入れます。

これにより、固定資産充当資本は 億 万 千円、還元目的積立金は 億

円、繰越剰余金は 億 万 千円となります。
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（ 一 般 勘 定 ）

科 目 内 訳 金 額 構 成 比

千円 千円 ％

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金 △

有 価 証 券

番 組 勘 定

前 払 費 用

有料インターネット活用

業 務 勘 定 短 期 貸 付 金

受託業務等勘定短期貸付金

未 収 金

そ の 他 の 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額 △

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △

器 具

減 価 償 却 累 計 額 △

土 地

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 そ の 他 の 資 産

長 期 保 有 有 価 証 券

出 資

関 係 会 社 出 資

そ の 他 の 出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

出資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

特 定 資 産

建 設 積 立 資 産

特 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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（ 一 般 勘 定 ）

科 目 内 訳 金 額 構 成 比

千円 千円 ％

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金 △

有 価 証 券

番 組 勘 定

前 払 費 用

有料インターネット活用

業 務 勘 定 短 期 貸 付 金

受託業務等勘定短期貸付金

未 収 金

そ の 他 の 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額 △

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △

器 具

減 価 償 却 累 計 額 △

土 地

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 そ の 他 の 資 産

長 期 保 有 有 価 証 券

出 資

関 係 会 社 出 資

そ の 他 の 出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

出資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

特 定 資 産

建 設 積 立 資 産

特 定 資 産 合 計

資 産 合 計

科 目 内 訳 金 額 構 成 比

千円 千円 ％

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

受 信 料 前 受 金

短 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 任 引 当 金

国際催事放送権料引当金

長 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本

承 継 資 本

固 定 資 産 充 当 資 本

剰 余 金

建 設 積 立 金

繰 越 剰 余 金

純 資 産 合 計

負債純資産合計

注 放送法及び放送法施行規則の還元目的積立金に関する規定が令和 年 月 日に施行さ

れたことを受け、電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和 年 月 日法律第

号）附則第 条及び放送法施行規則等の一部を改正する省令（令和 年 月 日総務省

令第 号）附則第 条の規定に基づき、令和 年度末における繰越剰余金 億

万 千円のうち、令和 年度において 億円を取り崩し、還元目的積立金に組み入れ

ます。また、令和 年度末における固定資産充当資本 億 万 千円のうち、令

和 年度において 億 万円を取り崩し、繰越剰余金に組み入れます。

これにより、固定資産充当資本は 億 万 千円、還元目的積立金は 億

円、繰越剰余金は 億 万 千円となります。
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（有料インターネット活用業務勘定）

科 目 内 訳 金 額 構 成 比

千円 千円 ％

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

前 払 費 用

未 収 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

器 具

減 価 償 却 累 計 額 △

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

一 般 勘 定 短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

短 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本

欠 損 金 △

繰 越 欠 損 金 △

純 資 産 合 計 △ △

負債純資産合計
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（有料インターネット活用業務勘定）

科 目 内 訳 金 額 構 成 比

千円 千円 ％

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

前 払 費 用

未 収 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

器 具

減 価 償 却 累 計 額 △

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

一 般 勘 定 短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

短 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本

欠 損 金 △

繰 越 欠 損 金 △

純 資 産 合 計 △ △

負債純資産合計

（ 受 託 業 務 等 勘 定 ）

科 目 内 訳 金 額 構 成 比

千円 千円 ％

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

一 般 勘 定 短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本

剰 余 金 －

繰 越 剰 余 金 －

純 資 産 合 計 － －

負債純資産合計
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３ 令和４年度 損 益 計 算 書
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損 益 計 算 書
令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（ 協 会 全 体 ）

科 目 金 額

経

常

事

業

収

支

千円

経 常 事 業 収 入

受 信 料

交 付 金 収 入

放送番組等有料配信収入

副 次 収 入

受 託 業 務 等 収 入

経 常 事 業 支 出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

国内放送番組等配信費

国際放送番組等配信費

放送番組等有料配信費

受 託 業 務 等 費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

経 常 事 業 収 支 差 金

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入

財 務 収 入

雑 収 入

経 常 事 業 外 支 出

財 務 費

経 常 事 業 外 収 支 差 金

経 常 収 支 差 金

特

別

収

支

特 別 収 入

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 受 贈 益

特 別 支 出

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 の 特 別 支 出

当 期 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

事 業 収 支 剰 余 金
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損 益 計 算 書
令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（ 協 会 全 体 ）

科 目 金 額

経

常

事

業

収

支

千円

経 常 事 業 収 入

受 信 料

交 付 金 収 入

放送番組等有料配信収入

副 次 収 入

受 託 業 務 等 収 入

経 常 事 業 支 出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

国内放送番組等配信費

国際放送番組等配信費

放送番組等有料配信費

受 託 業 務 等 費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

経 常 事 業 収 支 差 金

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入

財 務 収 入

雑 収 入

経 常 事 業 外 支 出

財 務 費

経 常 事 業 外 収 支 差 金

経 常 収 支 差 金

特

別

収

支

特 別 収 入

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 受 贈 益

特 別 支 出

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 の 特 別 支 出

当 期 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

事 業 収 支 剰 余 金

（ 一 般 勘 定 ）

科 目 金 額

経

常

事

業

収

支

千円

経 常 事 業 収 入

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

経 常 事 業 支 出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

国内放送番組等配信費

国際放送番組等配信費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

経 常 事 業 収 支 差 金

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入

財 務 収 入

雑 収 入

経 常 事 業 外 支 出

財 務 費

経 常 事 業 外 収 支 差 金

経 常 収 支 差 金

特

別

収

支

特 別 収 入

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 受 贈 益

特 別 支 出

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 の 特 別 支 出

当 期 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

事 業 収 支 剰 余 金
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（有料インターネット活用業務勘定）

科 目 金 額

経

常

事

業

収

支

千円

経 常 事 業 収 入

放送番組等有料配信収入

経 常 事 業 支 出

放送番組等有料配信費

広 報 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

経 常 事 業 収 支 差 金

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入

雑 収 入

経 常 事 業 外 収 支 差 金

経 常 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

繰 越 欠 損 金
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（有料インターネット活用業務勘定）

科 目 金 額

経

常

事

業

収

支

千円

経 常 事 業 収 入

放送番組等有料配信収入

経 常 事 業 支 出

放送番組等有料配信費

広 報 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

経 常 事 業 収 支 差 金

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入

雑 収 入

経 常 事 業 外 収 支 差 金

経 常 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

繰 越 欠 損 金

（ 受 託 業 務 等 勘 定 ）

科 目 金 額

経

常

事

業

収

支

千円

経 常 事 業 収 入

受 託 業 務 等 収 入

経 常 事 業 支 出

受 託 業 務 等 費

経 常 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

一 般 勘 定 へ の 繰 入 れ
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４ 令和４年度 資本等変動計算書
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資 本 等 変 動 計 算 書

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（ 協 会 全 体 ） （単位 千円）

科 目
資 本

純資産合計
承継資本

固定資産
充当資本

剰 余 金
建設積立金 繰越剰余金

前 期 末 残 高
当 期 変 動 額

資本支出充当 － △ － －
当期事業収支差金 － － －

当期変動額合計 － △ －
当 期 末 残 高

（ 一 般 勘 定 ） （単位 千円）

科 目
資 本

純資産合計
承継資本

固定資産
充当資本

剰 余 金
建設積立金 繰越剰余金

前 期 末 残 高
当 期 変 動 額

資本支出充当 － △ － －
当期事業収支差金 － － －

当期変動額合計 － △ －
当 期 末 残 高

（有料インターネット活用業務勘定）（単位 千円）

科 目

純 資 産
資 本
剰 余 金
繰 越欠損金

前 期 末 残 高 △
当 期 変 動 額
当期事業収支差金

当 期 変 動 額 合 計
当 期 末 残 高 △

（受託業務等勘定） （単位 千円）

科 目

純 資 産
資 本
剰 余 金
繰越剰余金

前 期 末 残 高 －
当 期 変 動 額
当期事業収支差金
一般勘定への繰入れ △ 

当 期 変 動 額 合 計 －
当 期 末 残 高 －
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資 本 等 変 動 計 算 書

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（ 協 会 全 体 ） （単位 千円）

科 目
資 本

純資産合計
承継資本

固定資産
充当資本

剰 余 金
建設積立金 繰越剰余金

前 期 末 残 高
当 期 変 動 額

資本支出充当 － △ － －
当期事業収支差金 － － －

当期変動額合計 － △ －
当 期 末 残 高

（ 一 般 勘 定 ） （単位 千円）

科 目
資 本

純資産合計
承継資本

固定資産
充当資本

剰 余 金
建設積立金 繰越剰余金

前 期 末 残 高
当 期 変 動 額

資本支出充当 － △ － －
当期事業収支差金 － － －

当期変動額合計 － △ －
当 期 末 残 高

（有料インターネット活用業務勘定）（単位 千円）

科 目

純 資 産
資 本
剰 余 金
繰 越欠損金

前 期 末 残 高 △
当 期 変 動 額
当期事業収支差金

当 期 変 動 額 合 計
当 期 末 残 高 △

（受託業務等勘定） （単位 千円）

科 目

純 資 産
資 本
剰 余 金
繰越剰余金

前 期 末 残 高 －
当 期 変 動 額
当期事業収支差金
一般勘定への繰入れ △ 

当 期 変 動 額 合 計 －
当 期 末 残 高 －

５ 令和４年度 キャッシュ･フロー計算書
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キャッシュ･フロー計算書

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（ 協 会 全 体 ）

（単位 千円）

区 分 金 額

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ･フロー
当期事業収支差金
減価償却費
退職給付引当金の増減額
前払年金費用の増減額
役員退任引当金の増減額
未収受信料欠損引当金の増減額 △
国際催事放送権料引当金の増減額 △
受取利息及び受取配当金 △
固定資産売却益 △
固定資産受贈益 △
固定資産除却損
固定資産売却損
受信料未収金の増減額
番組勘定の増減額
未収金の増減額 △
前払費用の増減額 △
未払金の増減額 △
未払消費税等の増減額
受信料前受金の増減額 △
その他

事業活動によるキャッシュ･フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー
定期預金の預入による支出 △
定期預金の払戻による収入
有価証券の取得による支出 △
有価証券の売却・償還による収入
関係会社株式の取得による支出 △
固定資産の取得による支出 △
固定資産の売却による収入
長期保有有価証券の取得による支出 △
差入保証金の増減額
利息及び配当金の受取額
その他 △

投資活動によるキャッシュ･フロー △

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー
リース債務返済による支出 △

財務活動によるキャッシュ･フロー △

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高
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キャッシュ･フロー計算書

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（ 協 会 全 体 ）

（単位 千円）

区 分 金 額

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ･フロー
当期事業収支差金
減価償却費
退職給付引当金の増減額
前払年金費用の増減額
役員退任引当金の増減額
未収受信料欠損引当金の増減額 △
国際催事放送権料引当金の増減額 △
受取利息及び受取配当金 △
固定資産売却益 △
固定資産受贈益 △
固定資産除却損
固定資産売却損
受信料未収金の増減額
番組勘定の増減額
未収金の増減額 △
前払費用の増減額 △
未払金の増減額 △
未払消費税等の増減額
受信料前受金の増減額 △
その他

事業活動によるキャッシュ･フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー
定期預金の預入による支出 △
定期預金の払戻による収入
有価証券の取得による支出 △
有価証券の売却・償還による収入
関係会社株式の取得による支出 △
固定資産の取得による支出 △
固定資産の売却による収入
長期保有有価証券の取得による支出 △
差入保証金の増減額
利息及び配当金の受取額
その他 △

投資活動によるキャッシュ･フロー △

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー
リース債務返済による支出 △

財務活動によるキャッシュ･フロー △

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高

６ 令 和 ４ 年 度 財 産 目 録 、 貸 借 対 照 表、

損 益 計 算 書 、 資 本 等 変 動 計 算 書 及 び

キャッシュ・フロー計算書に関する説明書
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１ 決 算 概 説

日本放送協会（以下「協会」という。）は、令和４年度の事業運営にあたり、「ＮＨＫ経営計

画（２０２１－２０２３年度）」を踏まえ、経営目標の達成に向けて事業計画を着実に実施する

とともに、業務全般にわたり適正かつ効率的な運営を図りました。受信料で成り立つ公共メディ

アとして、健全な民主主義の発展に貢献し、信頼される「情報の社会的基盤」の役割を果たすべ

く、多様で質の高い放送・サービスの展開、海外への積極的な情報発信、インターネットの効果

的な活用によるコンテンツ提供、従来の巡回訪問を中心とした契約・収納活動からの抜本的な構

造改革の推進など、各部門の事業活動を着実に進めました。

協会の決算の状況について概説すれば、次のとおりであります。

協会全体の令和４年度末の資産、負債及び純資産の状況を財産目録と貸借対照表でみると、資

産総額１兆２，９７３億１９万１千円に対し、負債総額は４，１０７億７，０８４万３千円であ

り、純資産総額は８，８６５億２，９３４万８千円であります。

次に、令和４年度中の損益の状況を損益計算書でみると、経常事業収入６，９７２億７，５９９

万１千円に対し、経常事業支出は６，７８６億２，１９０万８千円で、差し引き経常事業収支差

金は１８６億５，４０８万３千円であり、これに経常事業外収支差金６９億２０１万３千円を加

えた経常収支差金は２５５億５，６０９万６千円であります。これに特別収入６８億３，９４６

万８千円を加え、特別支出３８億１，０７７万８千円を差し引いた当期事業収支差金は２８５億

８，４７８万６千円であります。

次に、令和４年度中のキャッシュ・フローの状況をキャッシュ・フロー計算書でみると、事業

活動によるキャッシュ・フローは９６３億９，６６４万７千円であり、投資活動によるキャッシ

ュ・フローは△９７６億４７７万６千円、財務活動によるキャッシュ・フローは△１０億

６，４６７万６千円であります。現金及び現金同等物の残高は、年度当初は１２３億１，４２５

万６千円でありましたが、２２億７，２８０万４千円減少し、年度末では１００億４，１４５万

１千円となっております。

「一般勘定」、「有料インターネット活用業務勘定」及び「受託業務等勘定」の各勘定における

令和４年度末の資産、負債及び純資産の状況並びに令和４年度中の損益の状況は次のとおりであ

ります。

「一般勘定」の令和４年度末の資産、負債及び純資産の状況を貸借対照表でみると、資産総額

１兆２，９７０億６，４０３万８千円に対し、負債総額は４，０９８億１，７５６万９千円であ

り、純資産総額は８，８７２億４，６４６万９千円であります。

次に、令和４年度中の損益の状況を損益計算書でみると、経常事業収入６，９１７億

５，９０５万円に対し、経常事業支出は６，７５３億８，３１４万９千円で、差し引き経常事業
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１ 決 算 概 説

日本放送協会（以下「協会」という。）は、令和４年度の事業運営にあたり、「ＮＨＫ経営計

画（２０２１－２０２３年度）」を踏まえ、経営目標の達成に向けて事業計画を着実に実施する

とともに、業務全般にわたり適正かつ効率的な運営を図りました。受信料で成り立つ公共メディ

アとして、健全な民主主義の発展に貢献し、信頼される「情報の社会的基盤」の役割を果たすべ

く、多様で質の高い放送・サービスの展開、海外への積極的な情報発信、インターネットの効果

的な活用によるコンテンツ提供、従来の巡回訪問を中心とした契約・収納活動からの抜本的な構

造改革の推進など、各部門の事業活動を着実に進めました。

協会の決算の状況について概説すれば、次のとおりであります。

協会全体の令和４年度末の資産、負債及び純資産の状況を財産目録と貸借対照表でみると、資

産総額１兆２，９７３億１９万１千円に対し、負債総額は４，１０７億７，０８４万３千円であ

り、純資産総額は８，８６５億２，９３４万８千円であります。

次に、令和４年度中の損益の状況を損益計算書でみると、経常事業収入６，９７２億７，５９９

万１千円に対し、経常事業支出は６，７８６億２，１９０万８千円で、差し引き経常事業収支差

金は１８６億５，４０８万３千円であり、これに経常事業外収支差金６９億２０１万３千円を加

えた経常収支差金は２５５億５，６０９万６千円であります。これに特別収入６８億３，９４６

万８千円を加え、特別支出３８億１，０７７万８千円を差し引いた当期事業収支差金は２８５億

８，４７８万６千円であります。

次に、令和４年度中のキャッシュ・フローの状況をキャッシュ・フロー計算書でみると、事業

活動によるキャッシュ・フローは９６３億９，６６４万７千円であり、投資活動によるキャッシ

ュ・フローは△９７６億４７７万６千円、財務活動によるキャッシュ・フローは△１０億

６，４６７万６千円であります。現金及び現金同等物の残高は、年度当初は１２３億１，４２５

万６千円でありましたが、２２億７，２８０万４千円減少し、年度末では１００億４，１４５万

１千円となっております。

「一般勘定」、「有料インターネット活用業務勘定」及び「受託業務等勘定」の各勘定における

令和４年度末の資産、負債及び純資産の状況並びに令和４年度中の損益の状況は次のとおりであ

ります。

「一般勘定」の令和４年度末の資産、負債及び純資産の状況を貸借対照表でみると、資産総額

１兆２，９７０億６，４０３万８千円に対し、負債総額は４，０９８億１，７５６万９千円であ

り、純資産総額は８，８７２億４，６４６万９千円であります。

次に、令和４年度中の損益の状況を損益計算書でみると、経常事業収入６，９１７億

５，９０５万円に対し、経常事業支出は６，７５３億８，３１４万９千円で、差し引き経常事業

収支差金は１６３億７，５９０万１千円であり、これに経常事業外収支差金６９億２００万７千

円を加えた経常収支差金は２３２億７，７９０万９千円であります。これに特別収入６８億

３，９４６万８千円を加え、特別支出３８億１，０７７万８千円を差し引いた当期事業収支差金

は２６３億６５９万９千円であります。この当期事業収支差金は事業収支剰余金であり、令和４

年度末時点においては、翌年度以降の財政安定のための財源として繰り越します。

「有料インターネット活用業務勘定」の令和４年度末の資産、負債及び純資産の状況を貸借対

照表でみると、資産総額７億５，６８２万円に対し、負債総額は１４億７，３９４万１千円であ

り、純資産総額は△７億１，７１２万１千円であります。

次に、令和４年度中の損益の状況を損益計算書でみると、経常事業収入５４億６，９３５万円

に対し、経常事業支出は３１億９，１１６万８千円で、差し引き経常事業収支差金は２２億

７，８１８万２千円であります。これに経常事業外収支差金５千円を加えた経常収支差金は２２

億７，８１８万７千円であり、当期事業収支差金も同額の２２億７，８１８万７千円であります。

この当期事業収支差金によって、欠損金が同額減少します。

「受託業務等勘定」の令和４年度末の資産、負債の状況を貸借対照表でみると、資産総額

１億６，７２５万６千円に対し、負債総額は１億６，７２５万６千円であります。

次に、令和４年度中の損益の状況を損益計算書でみると、経常事業収入１１億６，２２２万５

千円に対し、経常事業支出は９億７，４９５万８千円で、差し引き経常事業収支差金は１億

８，７２６万６千円であります。経常事業収支差金と同額となる当期事業収支差金１億

８，７２６万６千円については、「一般勘定」へ繰り入れております。
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２ 財務諸表の作成に関する重要な会計方針

協会の会計については、放送法及び放送法施行規則の定めるところにより、これに定めのないものに

ついては、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従っております。

また、財務諸表の様式は、放送法施行規則に定める書式に従っております。なお、放送法及び放送法

施行規則の定めによるものについては、財務諸表にその旨を明示しております。

２ １ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 ･･･････････････････････････････････････････････････ 償却原価法（定額法）によっております。

子会社及び関連会社株式 ･････････････････････････････････････････ 移動平均法に基づく原価法によっております。

その他有価証券 市場価格のない株式等 ･･･････ 移動平均法に基づく原価法によっております。

２ ２ 番組勘定の評価基準及び評価方法

個別法に基づく原価法によっております。なお、放送を実施する可能性が低下したものについては、

帳簿価額を切り下げております。

２ ３ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

「建物」「構築物」････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 定額法によっております。

「機械及び装置」「車両及び運搬具」「器具」･････････ 定率法によっております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建 物 ～ 年

構 築 物 ～ 年

機械及び装置 ～ 年

車両及び運搬具 ～ 年

器 具 ～ 年

無形固定資産（リース資産を除く）･･････････････････････････････ 定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

施設利用権 ～ 年

自社利用のソフトウェア 見込利用可能期間（ 年）

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

････････････････････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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２ 財務諸表の作成に関する重要な会計方針
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また、財務諸表の様式は、放送法施行規則に定める書式に従っております。なお、放送法及び放送法

施行規則の定めによるものについては、財務諸表にその旨を明示しております。

２ １ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 ･･･････････････････････････････････････････････････ 償却原価法（定額法）によっております。

子会社及び関連会社株式 ･････････････････････････････････････････ 移動平均法に基づく原価法によっております。

その他有価証券 市場価格のない株式等 ･･･････ 移動平均法に基づく原価法によっております。

２ ２ 番組勘定の評価基準及び評価方法

個別法に基づく原価法によっております。なお、放送を実施する可能性が低下したものについては、

帳簿価額を切り下げております。

２ ３ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

「建物」「構築物」････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 定額法によっております。

「機械及び装置」「車両及び運搬具」「器具」･････････ 定率法によっております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建 物 ～ 年

構 築 物 ～ 年

機械及び装置 ～ 年

車両及び運搬具 ～ 年

器 具 ～ 年

無形固定資産（リース資産を除く）･･････････････････････････････ 定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

施設利用権 ～ 年

自社利用のソフトウェア 見込利用可能期間（ 年）

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

････････････････････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２ ４ 引当金の計上基準

未収受信料欠損引当金 ････････････ 当年度末の受信料未収額のうち、翌年度における収納不能見込額を

実績率により計上しております。

退職給付引当金 ･･･････････････････････････ 職員の退職給付に備えるため､当年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当年度末において必要と認められる額

を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当年度末までの期

間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（ 年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各年度の発生時における職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（主として 年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌年度から費用処理しております。

役員退任引当金 ･･･････････････････････････ 役員退任手当の支出に備えるため、内規に基づく年度末要支給額を

計上しております。

国際催事放送権料引当金 ･･･････ スポーツ大会等国際的な催事に関する放送権料の支払いに備える

ため、開催地決定時より放送実施までの期間に放送権料の合理的見

積額を計上しております。なお、当該科目は、「企業会計原則注解

注 」における引当金とは異なり、放送法施行規則の規定により特

別に認められた引当金であります。

２ ５ 収益の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 号 令和 年 月 日）及び「収益認識に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 号 令和 年 月 日）を適用しております。

協会の収益に関する主なものは放送受信契約者より支払われる受信料であり、日本放送協会放送受信

規約に基づく放送受信料を毎月の収益として計上しております。
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２ ６ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２ ７ 固定資産の減損会計

固定資産の減損会計については、放送法施行規則の規定により、「固定資産の減損に係る独立行政法

人会計基準」によっております。

２ ８ キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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２ ６ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２ ７ 固定資産の減損会計

固定資産の減損会計については、放送法施行規則の規定により、「固定資産の減損に係る独立行政法

人会計基準」によっております。

２ ８ キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

３ 重要な会計上の見積り

退職給付会計

① 当年度の財務諸表に計上した金額

退職給付引当金 千円

前払年金費用 千円

② 財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

協会の退職給付制度に係る退職給付債務及び年金資産は、割引率、年金資産の長期期待運用収

益率等の将来に関する一定の見積数値に基づいて算定しております。退職給付債務の計算に用い

る割引率は、安全性の高い債券の利回りを基礎として決定しております。また、年金資産の長期

期待運用収益率は、将来の収益に対する予測や過去の運用実績を考慮して決定しております。

これら見積数値と実績数値との差異や、見積数値の変更は、将来の退職給付債務及び退職給付

費用に重要な影響を及ぼす可能性があります。

退職給付引当金の詳細については、「２ 財務諸表の作成に関する重要な会計方針 ２ ４ 引当

金の計上基準 退職給付引当金」「４ 資産、負債、純資産、損益及びキャッシュ・フローの

状況 ４ １ 貸借対照表 （一般勘定） 負債の部 固定負債 退職給付引当金」をご覧くだ

さい。

未収受信料欠損引当金

① 当年度の財務諸表に計上した金額 千円

② 財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

引当金は、期末日において将来の収納不能と見込まれる受信料未収額を最善の見積りに基づい

て測定しております。

将来における収納不能見込額は、将来の起こりうる結果を総合的に勘案して算定しております。

これら引当金の測定において使用される仮定は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を

受ける可能性があり、将来にわたり、引当金の測定額に重要な修正を生じさせるリスクを有して

おります。

未収受信料欠損引当金の詳細については、「２ 財務諸表の作成に関する重要な会計方針

２ ４ 引当金の計上基準 未収受信料欠損引当金」をご覧ください。
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４ 資産、負債、純資産、損益及びキャッシュ・フローの状況

４．１ 貸 借 対 照 表

（ 協 会 全 体 ）

（比較貸借対照表） （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資

産

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金

有 価 証 券

番 組 勘 定

前 払 費 用

未 収 金

その他の流動資産

△ △

△

△

△

△

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

器 具

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

出資その他の資産

長期保有有価証券

出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

固 定 資 産 合 計
△

建 設 積 立 資 産 －

特 定 資 産 合 計
－

資 産 合 計
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４ 資産、負債、純資産、損益及びキャッシュ・フローの状況

４．１ 貸 借 対 照 表

（ 協 会 全 体 ）

（比較貸借対照表） （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資

産

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金

有 価 証 券

番 組 勘 定

前 払 費 用

未 収 金

その他の流動資産

△ △

△

△

△

△

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

器 具

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

出資その他の資産

長期保有有価証券

出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

固 定 資 産 合 計
△

建 設 積 立 資 産 －

特 定 資 産 合 計
－

資 産 合 計

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

負

債

・

純

資

産

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

受 信 料 前 受 金

短期リース債務

その他の流動負債

△

△

△

△

流 動 負 債 合 計
△

退職給付引当金

役員退任引当金

国際催事放送権料引当金

長期リース債務

その他の固定負債

△

△

固 定 負 債 合 計
△

負 債 合 計
△

資 本

承 継 資 本

固定資産充当資本

剰 余 金

建 設 積 立 金

繰 越 剰 余 金

△

－

－

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

注 （ ）内は、資産合計及び負債純資産合計を とした構成比率 であります。
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（ 一 般 勘 定 ）

（比較貸借対照表） （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資

産

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金

有 価 証 券

番 組 勘 定

前 払 費 用

有料インターネット活用

業務勘定短期貸付金

受託業務等勘定短期貸付金

未 収 金

その他の流動資産

△

－

△

△

△

△

△

△

△

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車両及び運搬具

器 具

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

出資その他の資産

長期保有有価証券

出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

固 定 資 産 合 計
△

建 設 積 立 資 産 －

特 定 資 産 合 計
－

資 産 合 計
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（ 一 般 勘 定 ）

（比較貸借対照表） （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資

産

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金

有 価 証 券

番 組 勘 定

前 払 費 用

有料インターネット活用

業務勘定短期貸付金

受託業務等勘定短期貸付金

未 収 金

その他の流動資産

△

－

△

△

△

△

△

△

△

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車両及び運搬具

器 具

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

出資その他の資産

長期保有有価証券

出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

固 定 資 産 合 計
△

建 設 積 立 資 産 －

特 定 資 産 合 計
－

資 産 合 計

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

負

債

・

純

資

産

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

受 信 料 前 受 金

短期リース債務

その他の流動負債

△

△

△

△

流 動 負 債 合 計
△

退職給付引当金

役員退任引当金

国際催事放送権料引当金

長期リース債務

その他の固定負債

△

△

固 定 負 債 合 計
△

負 債 合 計
△

資 本

承 継 資 本

固定資産充当資本

剰 余 金

建 設 積 立 金

繰 越 剰 余 金

△

－

－

純 資 産 合 計
 

負 債 純 資 産 合 計

注 （ ）内は、資産合計及び負債純資産合計を とした構成比率 であります。
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資 産 の 部

令和４年度末の資産総額は、令和３年度末の１兆２，７４３億５，０８５万９千円に比べ２２７

億１，３１７万９千円増加し、１兆２，９７０億６，４０３万８千円となり、その内容は次表のと

おりであります。

（単位 千円）

区 分
令 和 年 度 末 令 和 年 度 末

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

流 動 資 産

固 定 資 産

特 定 資 産

△

－

合 計

流 動 資 産

令和４年度末の流動資産は、令和３年度末の５，２４８億６，４２８万３千円に比べ３５６

億４，６０７万７千円増加し、５，６０５億１，０３６万１千円となり、その内容は次表のと

おりであります。

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金

有 価 証 券

番 組 勘 定

前 払 費 用

有料インターネット活用

業 務 勘 定 短 期 貸 付 金

受託業務等勘定短期貸付金

未 収 金

そ の 他 の 流 動 資 産

△ 

－

△

△

△

△

△

△

△

合 計

現 金 及 び 預 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

現 金

普 通 預 金

定 期 預 金

△

△

－

合 計 △

受信料未収金及び未収受信料欠損引当金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金 △ △

△

合 計 △
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＜未収受信料欠損引当金の増減内訳＞ （単位 千円）

区 分 令和 年度末
令 和 年 度

増 加 額 減 少 額 年 度 末

未収受信料欠損引当金

有 価 証 券 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

有 価 証 券

＜有価証券の内訳＞ （単位 千円）

区 分 券 面 総 額 取 得 価 額 貸借対照表計上額 摘 要

非 政 府 保 証 債

事 業 債

譲 渡 性 預 金

住宅金融支援機構債券ほか

三菱商事㈱社債ほか

合 計

番 組 勘 定 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

番 組 勘 定 △

注 番組勘定の内容は､未放送の番組に係る経費、スポーツ放送権料及び映画放送権料であります。

前 払 費 用 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

前 払 費 用

注 前払費用の内容は、設備保守費等であります。

有料インターネット活用業務勘定短期貸付金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

有料インターネット活用業務勘定短期貸付金 △

注 有料インターネット活用業務勘定短期貸付金は､有料インターネット活用業務勘定における

貸借差額を調整するものであります。

受託業務等勘定短期貸付金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

受託業務等勘定短期貸付金 －

注 受託業務等勘定短期貸付金は､受託業務等勘定における貸借差額を調整するものであります。
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未 収 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

有 価 証 券 等 利 息

そ の 他 の 未 収 金 △

合 計 △

注 その他の未収金の内容は、国際放送関係交付金等であります。

その他の流動資産 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

仮 払 金

そ の 他 の 流 動 資 産

△

合 計 △

注１ 仮払金の内容は、翌年度に仕入控除する仮払消費税等であります。

２ その他の流動資産の内容は、立替金等であります。

固 定 資 産

令和４年度末の固定資産は、令和３年度末の５，８０１億６，７３４万円に比べ１２９億

３，２８９万７千円減少し、５，６７２億３，４４４万２千円となり、その内容は次表のとお

りであります。

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

出 資 そ の 他 の 資 産

長 期 保 有 有 価 証 券

出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

△

△

△

△

△

合 計 △
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未 収 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

有 価 証 券 等 利 息

そ の 他 の 未 収 金 △

合 計 △

注 その他の未収金の内容は、国際放送関係交付金等であります。

その他の流動資産 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

仮 払 金

そ の 他 の 流 動 資 産

△

合 計 △

注１ 仮払金の内容は、翌年度に仕入控除する仮払消費税等であります。

２ その他の流動資産の内容は、立替金等であります。

固 定 資 産

令和４年度末の固定資産は、令和３年度末の５，８０１億６，７３４万円に比べ１２９億

３，２８９万７千円減少し、５，６７２億３，４４４万２千円となり、その内容は次表のとお

りであります。

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

出 資 そ の 他 の 資 産

長 期 保 有 有 価 証 券

出 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

△

△

△

△

△

合 計 △

有形・無形固定資産の取得及び処分 （単位 千円）

区 分

令和 年度末

取 得 価 額

令 和 年 度 令和 年度末

取 得 価 額増 加 額 減 少 額

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

器 具

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

その他の無形固定資産

－

－

－

－

－

合 計

区 分

令和 年度末

減価償却累計額

令和 年度末

帳 簿 価 額

－
減 価 償 却

累 計 額

減 損 損 失

累 計 額

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

器 具

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

その他の無形固定資産

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

合 計

注１ 令和 年度の増減額のうち、主なものは次のとおりであります。

＜増加額＞

建物 放送会館（佐賀・富山・松江） 千円 等

機械及び装置 放送運行装置 千円

電 源 設 備 千円

映像・音声機器 千円 等

＜減少額＞

機械及び装置 放送運行装置 千円

映像・音声機器 千円

送信・伝送設備 千円 等
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注２ 減損損失の内訳は次表のとおりであります。

（単位 千円）

種 類 用 途 資 産 名 称
令和 年度

期首帳簿価額
減損損失額

建物等 非 現 用 資 産 鷺の宮寮（東京都）等 件

老朽化等によって使用しなくなった非現用資産について、減損損失を計上しております。

当該資産の回収可能サービス価額は、正味売却価額により測定しております。

３ 賃貸等不動産の時価

協会は、投資を目的とした投資不動産を所有しておりません。また、賃貸収益を得るこ

とを主目的とした賃貸不動産についても所有しておりません。なお、非現用不動産につい

ての貸借対照表計上額、令和 年度増減額及び時価は、次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分
貸 借 対 照 表 計 上 額 令和 年度末

の時価令和 年度末残高 令和 年度増減額 令和 年度末残高

非現用不動産

貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。

非現用不動産の令和 年度増減額のうち、主な増加は転勤者用住宅の廃止に伴う非現用

不動産への区分変更（ 千円）、主な減少は廃止した転勤者用住宅の土地の売却

（ 千円）によるものであります。

令和 年度末の時価は、主に「不動産鑑定評価基準」に基づき算定した金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む。）であります。

長期保有有価証券 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

長 期 保 有 有 価 証 券

＜長期保有有価証券の内訳＞ （単位 千円）

区 分 券 面 総 額 取 得 価 額 貸借対照表計上額 摘 要

国 債

非 政 府 保 証 債

地 方 債

事 業 債

西日本高速道路㈱社債ほか

共同発行市場公募地方債ほか

トヨタファイナンス㈱社債ほか

合 計
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注２ 減損損失の内訳は次表のとおりであります。

（単位 千円）

種 類 用 途 資 産 名 称
令和 年度

期首帳簿価額
減損損失額

建物等 非 現 用 資 産 鷺の宮寮（東京都）等 件

老朽化等によって使用しなくなった非現用資産について、減損損失を計上しております。

当該資産の回収可能サービス価額は、正味売却価額により測定しております。

３ 賃貸等不動産の時価

協会は、投資を目的とした投資不動産を所有しておりません。また、賃貸収益を得るこ

とを主目的とした賃貸不動産についても所有しておりません。なお、非現用不動産につい

ての貸借対照表計上額、令和 年度増減額及び時価は、次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分
貸 借 対 照 表 計 上 額 令和 年度末

の時価令和 年度末残高 令和 年度増減額 令和 年度末残高

非現用不動産

貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。

非現用不動産の令和 年度増減額のうち、主な増加は転勤者用住宅の廃止に伴う非現用

不動産への区分変更（ 千円）、主な減少は廃止した転勤者用住宅の土地の売却

（ 千円）によるものであります。

令和 年度末の時価は、主に「不動産鑑定評価基準」に基づき算定した金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む。）であります。

長期保有有価証券 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

長 期 保 有 有 価 証 券

＜長期保有有価証券の内訳＞ （単位 千円）

区 分 券 面 総 額 取 得 価 額 貸借対照表計上額 摘 要

国 債

非 政 府 保 証 債

地 方 債

事 業 債

西日本高速道路㈱社債ほか

共同発行市場公募地方債ほか

トヨタファイナンス㈱社債ほか

合 計

出 資 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

関 係 会 社 出 資

そ の 他 の 出 資 －

合 計

＜ 出 資 の 明 細 ＞ （単位 千円）

出 資 先
令和 年度末

貸借対照表計上額

令 和 年 度 令 和 年 度 末

増加額 減少額 出資株式数 取 得 価 額 貸借対照表計上額

関係会社出資 （ 社） －

㈱ＮＨＫ メディアホールディングス

㈱ＮＨＫエンタープライズ

㈱ＮＨＫ エデュケーショナル

㈱ＮＨＫ グローバルメディアサービス

㈱ＮＨＫプロモーション

㈱ＮＨＫア ー ト

㈱日 本 国 際 放 送

㈱Ｎ ＨＫテクノロジーズ

㈱Ｎ Ｈ Ｋ出 版

㈱ＮＨＫ ビジネスクリエイト

㈱ＮＨＫ文化センター

ＮＨＫ営業サービス㈱

㈱放送衛星システム

㈱ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズ

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

株

－

－

－

－

－

株

株

株

株

株

株

株

株

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

その他の出資 （ 社） － － －

福 岡 タ ワ ー ㈱

㈱国際電気通信基礎技術研究所

㈱海外通信・放送・郵便事業支援機構

Ｊ Ｏ Ｃ Ｄ Ｎ ㈱

－

－

－

－

－

－

－

－

株

株

株

株

合 計 （ 社） －

注１ 放送法第 条に基づき総務大臣の認可を受けて出資しております。

２ 社数は、令和 年度末時点のものであります。

長 期 前 払 費 用 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

長 期 前 払 費 用 △

注 長期前払費用の内容は、設備保守費等であります。

前 払 年 金 費 用 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

前 払 年 金 費 用 △
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その他の出資その他の資産 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

差 入 保 証 金 △

そ の 他 の 資 産 － △

合 計 △

注 差入保証金の内容は、東京スカイツリーの賃借保証金等であります。

特 定 資 産

令和４年度末の特定資産は、令和３年度末の１，６９３億１，９２３万５千円と同額の

１，６９３億１，９２３万５千円となり、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

建 設 積 立 資 産 －

建 設 積 立 資 産 （単位 千円）

区 分 令和 年度末
令 和 年 度

増 加 額 減少額 年 度 末

建 設 積 立 資 産 － －

注 建設積立資産は、将来の建設投資のために積み立てたものであります。

＜建設積立資産の内訳＞ （単位 千円）

区 分 券 面 総 額 取 得 価 額 貸借対照表計上額 摘 要

政 府 保 証 債

非 政 府 保 証 債

地 方 債

事 業 債

日本高速道路保有・債務返済機構債券ほか

地方公共団体金融機構債券ほか

愛知県公募公債ほか

中日本高速道路㈱社債ほか

合 計
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その他の出資その他の資産 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

差 入 保 証 金 △

そ の 他 の 資 産 － △

合 計 △

注 差入保証金の内容は、東京スカイツリーの賃借保証金等であります。

特 定 資 産

令和４年度末の特定資産は、令和３年度末の１，６９３億１，９２３万５千円と同額の

１，６９３億１，９２３万５千円となり、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

建 設 積 立 資 産 －

建 設 積 立 資 産 （単位 千円）

区 分 令和 年度末
令 和 年 度

増 加 額 減少額 年 度 末

建 設 積 立 資 産 － －

注 建設積立資産は、将来の建設投資のために積み立てたものであります。

＜建設積立資産の内訳＞ （単位 千円）

区 分 券 面 総 額 取 得 価 額 貸借対照表計上額 摘 要

政 府 保 証 債

非 政 府 保 証 債

地 方 債

事 業 債

日本高速道路保有・債務返済機構債券ほか

地方公共団体金融機構債券ほか

愛知県公募公債ほか

中日本高速道路㈱社債ほか

合 計

負 債 の 部

令和４年度末の負債総額は、令和３年度末の４，１３４億１，０９８万９千円に比べ３５億

９，３４１万９千円減少し、４，０９８億１，７５６万９千円となり、その内容は次表のとおり

であります。

（単位 千円）

区 分
令 和 年 度 末 令 和 年 度 末

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

流 動 負 債

固 定 負 債

△

△

合 計 △

流 動 負 債

令和４年度末の流動負債は、令和３年度末の２，４２７億３８６万６千円に比べ１３億

１，３０１万円減少し、２，４１３億９，０８５万６千円となり、その内容は次表のとおりで

あります。

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

受 信 料 前 受 金

短 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

△

△

△

△

合 計 △

未 払 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 金 △

注 未払金の内容は、番組制作及び設備整備に要する経費等の未払分であります。

未 払 費 用 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

契 約 収 納 事 務 費 △

そ の 他 の 未 払 費 用

合 計

注 その他の未払費用の内容は、電力料、回線料及び賞与等の未払分であります。
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未 払 消 費 税 等 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 消 費 税 等

受 信 料 前 受 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

受 信 料 前 受 金 △

注 受信料前受金は、翌年度分受信料の収納額であります。

短期リース債務 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

短 期 リ ー ス 債 務 △

その他の流動負債 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

前 受 収 益

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

△

△

合 計 △

注１ 前受収益の内容は、施設利用料であります。

２ 預り金の内容は、源泉徴収所得税等であります。

３ その他の流動負債の内容は、前受金であります。
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未 払 消 費 税 等 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 消 費 税 等

受 信 料 前 受 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

受 信 料 前 受 金 △

注 受信料前受金は、翌年度分受信料の収納額であります。

短期リース債務 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

短 期 リ ー ス 債 務 △

その他の流動負債 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

前 受 収 益

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

△

△

合 計 △

注１ 前受収益の内容は、施設利用料であります。

２ 預り金の内容は、源泉徴収所得税等であります。

３ その他の流動負債の内容は、前受金であります。

固 定 負 債

令和４年度末の固定負債は、令和３年度末の１，７０７億７１２万２千円に比べ２２億

８，０４０万９千円減少し、１，６８４億２，６７１万３千円となり、その内容は次表のとお

りであります。

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 任 引 当 金

国際催事放送権料引当金

長 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

△

△

合 計 △
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退職給付引当金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末
令 和 年 度

増 加 額 減 少 額 年 度 末

退 職 給 付 引 当 金

注１ 採用している退職給付制度の概要

協会は、退職給付制度として、職員を対象とした退職一時金制度及び労使で拠出する確定
給付型の退職年金制度を設けております。

なお、平成 年 月以降は、退職年金制度の一部を確定拠出年金制度に移行しております。

２ 確定給付制度

ア 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位 千円）

（令和 年度） （令和 年度）

期首における退職給付債務

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額 △

過去勤務費用の当期発生額 － △

退職給付の支払額 △ △

期末における退職給付債務

イ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位 千円）

（令和 年度） （令和 年度）

期首における年金資産

期待運用収益

数理計算上の差異の当期発生額 △

事業主からの拠出額

退職給付の支払額 △ △

その他

期末における年金資産

ウ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

（単位 千円）

（令和 年度） （令和 年度）

積立型制度の退職給付債務

年金資産 △ △

非積立型制度の退職給付債務

未認識数理計算上の差異 △ △

未認識過去勤務費用 －

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

前払年金費用

退職給付引当金
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退職給付引当金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末
令 和 年 度

増 加 額 減 少 額 年 度 末

退 職 給 付 引 当 金

注１ 採用している退職給付制度の概要

協会は、退職給付制度として、職員を対象とした退職一時金制度及び労使で拠出する確定
給付型の退職年金制度を設けております。

なお、平成 年 月以降は、退職年金制度の一部を確定拠出年金制度に移行しております。

２ 確定給付制度

ア 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位 千円）

（令和 年度） （令和 年度）

期首における退職給付債務

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額 △

過去勤務費用の当期発生額 － △

退職給付の支払額 △ △

期末における退職給付債務

イ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位 千円）

（令和 年度） （令和 年度）

期首における年金資産

期待運用収益

数理計算上の差異の当期発生額 △

事業主からの拠出額

退職給付の支払額 △ △

その他

期末における年金資産

ウ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

（単位 千円）

（令和 年度） （令和 年度）

積立型制度の退職給付債務

年金資産 △ △

非積立型制度の退職給付債務

未認識数理計算上の差異 △ △

未認識過去勤務費用 －

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

前払年金費用

退職給付引当金

エ 退職給付に関連する損益

（単位 千円）

（令和 年度） （令和 年度）

勤務費用

利息費用

期待運用収益 △ △

数理計算上の差異の当期の費用処理額

過去勤務費用の当期の費用処理額 － △

その他 △ △

確定給付制度に係る退職給付費用

積立制度に係る退職給付費用

非積立制度に係る退職給付費用

確定給付制度に係る退職給付費用

オ 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

（令和 年度） （令和 年度）

債 券 ％ ％

株 式 ％ ％

その他 ％ ％

合 計 ％ ％

カ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配

分と、年金資産を構成する多様な資産から現在及び将来期待される長期の収益率を考

慮しております。

キ 数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における数理計算上の計算基礎

（令和 年度） （令和 年度）

割引率 ％ ％

長期期待運用収益率 ％ ％

予想昇給率 ％ ％

注３ 確定拠出制度

（令和 年度） （令和 年度）

確定拠出制度への要拠出額 千円 千円
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役員退任引当金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末
令 和 年 度

増 加 額 減 少 額 年 度 末

役 員 退 任 引 当 金

国際催事放送権料引当金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末
令 和 年 度

増 加 額 減 少 額 年 度 末

国際催事放送権料引当金

長期リース債務 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

長 期 リ ー ス 債 務 △

その他の固定負債 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

そ の 他 の 固 定 負 債

注 その他の固定負債の内容は､「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別

措置法」（平成 年 月 日法律第 号）によって処理することが義務付けられている

低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理経費の未払分等であります。
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役員退任引当金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末
令 和 年 度

増 加 額 減 少 額 年 度 末

役 員 退 任 引 当 金

国際催事放送権料引当金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末
令 和 年 度

増 加 額 減 少 額 年 度 末

国際催事放送権料引当金

長期リース債務 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

長 期 リ ー ス 債 務 △

その他の固定負債 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

そ の 他 の 固 定 負 債

注 その他の固定負債の内容は､「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別

措置法」（平成 年 月 日法律第 号）によって処理することが義務付けられている

低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理経費の未払分等であります。

純 資 産 の 部

令和４年度末の純資産総額は、令和３年度末の８，６０９億３，９８７万円に比べ２６３億

６５９万９千円増加し、８，８７２億４，６４６万９千円となり、その内容は次表のとおりであ

ります。

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資 本

承 継 資 本

固 定 資 産 充 当 資 本

剰 余 金

建 設 積 立 金

繰 越 剰 余 金

△

－

－

合 計

純資産の変動状況 （単位 千円）

科 目
資 本

純資産合計
承継資本

固定資産
充当資本

剰 余 金
建設積立金 繰越剰余金

前 期 末 残 高

当 期 変 動 額
資本支出充当 － △ － －

当期事業収支差金 － － －  

当期変動額合計 － △ －

当 期 末 残 高

注１ 承継資本は、旧社団法人日本放送協会から承継した純資産であります。

２ 固定資産充当資本は、資本支出充当として剰余金から組み入れた累計額 千円並

びに昭和 年度及び昭和 年度に実施した固定資産の再評価による評価益 千円

であります。

３ 建設積立金は、将来の建設投資のための積立金であります。

４ 令和 年度末における固定資産充当資本 千円のうち、令和 年度において、

千円を取り崩し、繰越剰余金に組み入れます。また、放送法及び放送法施行規

則の還元目的積立金に関する規定が令和 年 月 日に施行されたことを受け、電波法及

び放送法の一部を改正する法律（令和 年 月 日法律第 号）附則第 条及び放送法施

行規則等の一部を改正する省令（令和 年 月 日総務省令第 号）附則第 条の規定に

基づき、令和 年度末における繰越剰余金 千円のうち、令和 年度において

千円を取り崩し、還元目的積立金に組み入れます。

これにより、固定資産充当資本は 千円、還元目的積立金は 千円、

繰越剰余金は 千円となります。
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（有料インターネット活用業務勘定）

有料インターネット活用業務勘定は、放送法第２０条第２項第２号及び第３号の業務のう

ち、専ら受信料を財源として行うもの以外のものに係る勘定であり、その資産、負債及び純

資産の内容は次表のとおりであります。

（比較貸借対照表） （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資

産

前 払 費 用

未 収 金

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

器 具

－

－

固 定 資 産 合 計
－

－

資 産 合 計

負

債

・

純

資

産

一般勘定短期借入金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

短期リース債務

その他の流動負債

－

△

△

流 動 負 債 合 計
△

長期リース債務 －

固 定 負 債 合 計
－

－

負 債 合 計
△

資 本

欠 損 金

△

△

△

△

純 資 産 合 計
△

△

△

△

負 債 純 資 産 合 計

注 （ ）内は、資産合計及び負債純資産合計を とした構成比率 であります。
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（有料インターネット活用業務勘定）

有料インターネット活用業務勘定は、放送法第２０条第２項第２号及び第３号の業務のう

ち、専ら受信料を財源として行うもの以外のものに係る勘定であり、その資産、負債及び純

資産の内容は次表のとおりであります。

（比較貸借対照表） （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資

産

前 払 費 用

未 収 金

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

器 具

－

－

固 定 資 産 合 計
－

－

資 産 合 計

負

債

・

純

資

産

一般勘定短期借入金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

短期リース債務

その他の流動負債

－

△

△

流 動 負 債 合 計
△

長期リース債務 －

固 定 負 債 合 計
－

－

負 債 合 計
△

資 本

欠 損 金

△

△

△

△

純 資 産 合 計
△

△

△

△

負 債 純 資 産 合 計

注 （ ）内は、資産合計及び負債純資産合計を とした構成比率 であります。

資 産 の 部

令和４年度末の資産総額は、令和３年度末の６億３，０８５万円に比べ１億２，５９６万９千

円増加し、７億５，６８２万円となり、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分
令 和 年 度 末 令 和 年 度 末

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

流 動 資 産

固 定 資 産 － －

合 計

流 動 資 産

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

前 払 費 用

未 収 金

合 計

 前 払 費 用 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

前 払 費 用

注 前払費用の内容は、設備保守費等であります。

未 収 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

放送番組等有料配信収入

そ の 他 の 未 収 金

合 計

固 定 資 産

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

有 形 固 定 資 産 －

有形固定資産の取得及び処分 単位 千円）

区 分

令和 年度末

取得価額

令 和 年 度 令和 年度末

取得価額

令和 年度末

減価償却累計額

令和 年度末

帳簿価額

－
増加額 減少額

有 形 固 定 資 産

器 具

－

－

－

－

- 53 -



負 債 の 部

令和４年度末の負債総額は、令和３年度末の３６億２，６１５万９千円に比べ２１億

５，２２１万８千円減少し、１４億７，３９４万１千円となり、その内容は次表のとおりであり

ます。

（単位 千円）

区 分
令 和 年 度 末 令 和 年 度 末

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

流 動 負 債 △

固 定 負 債 － －

合 計 △

流 動 負 債

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

一 般 勘 定 短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

短 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

－

△

△

合 計 △

一般勘定短期借入金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

一般勘定短期借入金 △

注 一般勘定短期借入金は､有料インターネット活用業務勘定における貸借差額を調整するもの

であります。

未 払 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 金

注 未払金の内容は、著作権使用料等の未払分であります。

未 払 消 費 税 等 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 消 費 税 等 △
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負 債 の 部

令和４年度末の負債総額は、令和３年度末の３６億２，６１５万９千円に比べ２１億

５，２２１万８千円減少し、１４億７，３９４万１千円となり、その内容は次表のとおりであり

ます。

（単位 千円）

区 分
令 和 年 度 末 令 和 年 度 末

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

流 動 負 債 △

固 定 負 債 － －

合 計 △

流 動 負 債

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

一 般 勘 定 短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

短 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

－

△

△

合 計 △

一般勘定短期借入金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

一般勘定短期借入金 △

注 一般勘定短期借入金は､有料インターネット活用業務勘定における貸借差額を調整するもの

であります。

未 払 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 金

注 未払金の内容は、著作権使用料等の未払分であります。

未 払 消 費 税 等 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 消 費 税 等 △

短期リース債務 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

短 期 リ ー ス 債 務 －

その他の流動負債 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

前 受 収 益

注 前受収益の内容は、事業者提供料であります。

固 定 負 債

長期リース債務 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

長 期 リ ー ス 債 務 －

純 資 産 の 部

令和４年度末の純資産総額は、令和３年度末の△２９億９，５３０万８千円に比べ２２億

７，８１８万７千円増加し、△７億１，７１２万１千円となり、その内容は次表のとおりであり

ます。

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資 本

欠 損 金

△

△

△

△

純資産の変動状況 （単位 千円）

科 目

純 資 産

資 本

剰 余 金

繰 越欠損金

前 期 末 残 高 △

当 期 変 動 額

当期事業収支差金

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高 △
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（受託業務等勘定）

受託業務等勘定は、放送法第２０条第３項に基づき実施した業務に係る勘定であり、その

資産、負債及び純資産の内容は次表のとおりであります。

（比較貸借対照表） （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資

産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

－ △

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負

債

・

純

資

産

一般勘定短期借入金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

その他の流動負債

－

△

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計
－

－

－

－ －

負 債 純 資 産 合 計

注 （ ）内は、資産合計及び負債純資産合計を とした構成比率 であります。
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（受託業務等勘定）

受託業務等勘定は、放送法第２０条第３項に基づき実施した業務に係る勘定であり、その

資産、負債及び純資産の内容は次表のとおりであります。

（比較貸借対照表） （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

資

産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

－ △

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負

債

・

純

資

産

一般勘定短期借入金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

その他の流動負債

－

△

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計
－

－

－

－ －

負 債 純 資 産 合 計

注 （ ）内は、資産合計及び負債純資産合計を とした構成比率 であります。

資 産 の 部

令和４年度末の資産総額は、令和３年度末の３，２９８万１千円に比べ１億３，４２７万４千円

増加し、１億６，７２５万６千円となり、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分
令 和 年 度 末 令 和 年 度 末

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

流 動 資 産

流 動 資 産

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

現 金 及 び 預 金 － △

未 収 金

合 計

現 金 及 び 預 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

普 通 預 金 － △

未 収 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 収 収 益

注 未収収益の内容は、施設利用料等であります。

負 債 の 部

令和４年度末の負債総額は、令和３年度末の３，２９８万１千円に比べ１億３，４２７万４千円

増加し、１億６，７２５万６千円となり、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分
令 和 年 度 末 令 和 年 度 末

増 減
金 額 構成比 金 額 構成比

流 動 負 債
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流 動 負 債

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

一 般 勘 定 短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

－

△

合 計

一般勘定短期借入金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

一般勘定短期借入金 －

注 一般勘定短期借入金は､受託業務等勘定における貸借差額を調整するものであります。

未 払 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 金

未 払 消 費 税 等 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 消 費 税 等

その他の流動負債 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

前 受 収 益 △

注 前受収益の内容は、施設利用料等であります。

純 資 産 の 部

令和４年度の純資産の変動状況は、次表のとおりであります。

純資産の変動状況 （単位 千円）

科 目

純 資 産

資 本

剰 余 金

繰越剰余金

前 期 末 残 高 －

当 期 変 動 額

当期事業収支差金

一般勘定への繰入れ △

当 期 変 動 額 合 計 －

当 期 末 残 高 －
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流 動 負 債

（単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

一 般 勘 定 短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

－

△

合 計

一般勘定短期借入金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

一般勘定短期借入金 －

注 一般勘定短期借入金は､受託業務等勘定における貸借差額を調整するものであります。

未 払 金 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 金

未 払 消 費 税 等 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

未 払 消 費 税 等

その他の流動負債 （単位 千円）

区 分 令和 年度末 令和 年度末 増 減

前 受 収 益 △

注 前受収益の内容は、施設利用料等であります。

純 資 産 の 部

令和４年度の純資産の変動状況は、次表のとおりであります。

純資産の変動状況 （単位 千円）

科 目

純 資 産

資 本

剰 余 金

繰越剰余 金

前 期 末 残 高 －

当 期 変 動 額

当期事業収支差金

一般勘定への繰入れ △

当 期 変 動 額 合 計 －

当 期 末 残 高 －

４．２ 損 益 計 算 書
（ 協 会 全 体 ）

（比較損益計算書） （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

経

常

事

業

収

支

経 常 事 業 収 入
△

受 信 料
交 付 金 収 入
放送番組等有料配信収入
副 次 収 入
受 託 業 務 等 収 入

△
△

△

経 常 事 業 支 出

国 内 放 送 費
国 際 放 送 費
国内放送番組等配信費
国際放送番組等配信費
放送番組等有料配信費
受 託 業 務 等 費
契 約 収 納 費
受 信 対 策 費
広 報 費
調 査 研 究 費
給 与
退職手当・厚生費
共 通 管 理 費
減 価 償 却 費
未収受信料欠損償却費

△
△
△

△
△
△

△
△

経 常 事 業 収 支 差 金
△

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入

財 務 収 入
雑 収 入

経 常 事 業 外 支 出

財 務 費

経常事業外収支差金

経 常 収 支 差 金
△

特

別

収

支

特 別 収 入

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 受 贈 益

その他の特別収入 － △

特 別 支 出
△

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

その他の特別支出

△

△

△

当 期 事 業 収 支 差 金
△

当 期 事 業 収 支 差 金

事 業 収 支 剰 余 金

△

△

注 （ ）内は、経常事業収入を とした比率 であります。
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（ 一 般 勘 定 ）

（比較損益計算書） （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

経

常

事

業

収

支

経 常 事 業 収 入
△

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

△

△

△

経 常 事 業 支 出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費
国内放送番組等配信費
国際放送番組等配信費
契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退職手当・厚生費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

△

△

△

△

△

△

△

経 常 事 業 収 支 差 金
△

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入

財 務 収 入

雑 収 入

経 常 事 業 外 支 出

財 務 費

経常事業外収支差金

経 常 収 支 差 金
△

特

別

収

支

特 別 収 入

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 受 贈 益

その他の特別収入 － △

特 別 支 出
△

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

その他の特別支出

△

△

△

当 期 事 業 収 支 差 金
△

当 期 事 業 収 支 差 金

事 業 収 支 剰 余 金

△

△

注 （ ）内は、経常事業収入を とした比率 であります。
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（ 一 般 勘 定 ）

（比較損益計算書） （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

経

常

事

業

収

支

経 常 事 業 収 入
△

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

△

△

△

経 常 事 業 支 出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費
国内放送番組等配信費
国際放送番組等配信費
契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退職手当・厚生費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

△

△

△

△

△

△

△

経 常 事 業 収 支 差 金
△

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入

財 務 収 入

雑 収 入

経 常 事 業 外 支 出

財 務 費

経常事業外収支差金

経 常 収 支 差 金
△

特

別

収

支

特 別 収 入

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 受 贈 益

その他の特別収入 － △

特 別 支 出
△

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

その他の特別支出

△

△

△

当 期 事 業 収 支 差 金
△

当 期 事 業 収 支 差 金

事 業 収 支 剰 余 金

△

△

注 （ ）内は、経常事業収入を とした比率 であります。

経 常 事 業 収 支

令和４年度の経常事業収入６，９１７億５，９０５万円に対し、経常事業支出は６，７５３億

８，３１４万９千円であり、差し引き経常事業収支差金は１６３億７，５９０万１千円であります。

令和３年度の経常事業収入７，００１億８，３０２万１千円、経常事業支出６，６３８億４，３８４万

８千円と比べ、経常事業収入は８４億２，３９７万円の減少、経常事業支出は１１５億３，９３０万

１千円の増加であります。

経 常 事 業 収 入

令和４年度の経常事業収入は、受信料の減少等により、令和３年度に比べ減少しております。

なお、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

△

△

△

合 計 △

受 信 料 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

基 本 受 信 料

衛 星 付 加 受 信 料
△
△

合 計 △

なお、有料受信契約件数の増減状況は、次表のとおりであります。

（単位 千件）

区 分 令和 年度 令和 年度

地 上 契 約
年 度 初 頭
増 加
年 度 末

△ △

衛 星 契 約
年 度 初 頭
増 加
年 度 末

△ △ 

特 別 契 約
年 度 初 頭
増 加
年 度 末

契 約 総 数
年 度 初 頭
増 加
年 度 末

△ △ 
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交 付 金 収 入 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

国際放送関係交付金

選挙放送関係交付金 △

－

合 計 △

注１ 国際放送関係交付金は、国際放送実施経費のうち、放送法第 条に基づき実施した国際放

送に要する費用を、同法第 条に基づき、総務省所管一般会計から受け入れたものであり

ます。

２ 選挙放送関係交付金は、公職選挙法第 条及び第 条に基づき実施した政見放送及び

経歴放送に要する費用を、同法第 条及び第 条に基づき、総務省所管一般会計等か

ら受け入れたものであります。

副 次 収 入 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

一 般 業 務 収 入

放送番組等有料配信収入

受 託 業 務 等 収 入

△

合 計 △

注１ 放送番組等有料配信収入は、放送法第 条第 項第 号及び第 号の業務のうち、専ら受

信料を財源として行うもの以外による収入であり、「一般勘定」に対するコンテンツ使用料

と「有料インターネット活用業務勘定」において間接経費として発生した減価償却費相当

額を「一般勘定」に受け入れたものであります。

２ 受託業務等収入は、放送法第 条第 項に基づき実施した業務による収入であり、「受託

業務等勘定」において間接経費として発生した人件費、減価償却費等相当額と当期事業収

支差金を「一般勘定」に受け入れたものであります。
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交 付 金 収 入 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

国際放送関係交付金

選挙放送関係交付金 △

－

合 計 △

注１ 国際放送関係交付金は、国際放送実施経費のうち、放送法第 条に基づき実施した国際放

送に要する費用を、同法第 条に基づき、総務省所管一般会計から受け入れたものであり

ます。

２ 選挙放送関係交付金は、公職選挙法第 条及び第 条に基づき実施した政見放送及び

経歴放送に要する費用を、同法第 条及び第 条に基づき、総務省所管一般会計等か

ら受け入れたものであります。

副 次 収 入 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

一 般 業 務 収 入

放送番組等有料配信収入

受 託 業 務 等 収 入

△

合 計 △

注１ 放送番組等有料配信収入は、放送法第 条第 項第 号及び第 号の業務のうち、専ら受

信料を財源として行うもの以外による収入であり、「一般勘定」に対するコンテンツ使用料

と「有料インターネット活用業務勘定」において間接経費として発生した減価償却費相当

額を「一般勘定」に受け入れたものであります。

２ 受託業務等収入は、放送法第 条第 項に基づき実施した業務による収入であり、「受託

業務等勘定」において間接経費として発生した人件費、減価償却費等相当額と当期事業収

支差金を「一般勘定」に受け入れたものであります。

経 常 事 業 支 出

令和４年度の経常事業支出は、国内放送費の増等により、令和３年度に比べ増加しております。

なお、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

国内放送番組等配信費

国際放送番組等配信費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

△

△

△

△

△

△

△

合 計

国 内 放 送 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

番 組 費

技 術 運 用 費

合 計

注１ 番組費は、国内放送番組の制作に要する経費及び報道取材に要する経費等であります。

２ 技術運用費は、放送所施設等の維持運用に要する経費及び放送番組の送信に要する経費で

あります。

国 際 放 送 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

ラ ジ オ 国 際 放 送 費

テレビジョン国際放送費

△

合 計

注 ラジオ国際放送費及びテレビジョン国際放送費は、国際放送番組の制作及び送信に要する経

費であります。

国内放送番組等配信費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

常時同時配信等業務費

国 内 配 信 費

合 計

注１ 常時同時配信等業務費は、常時同時配信・見逃し番組配信に要する経費であります。

２ 国内配信費は、国内放送の放送番組等のウェブサイト制作等に要する経費であります。
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国際放送番組等配信費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

国 際 配 信 費

注 国際配信費は、国際放送及び協会国際衛星放送の放送番組等のウェブサイト制作等に要する

経費であります。

契 約 収 納 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

契約収納業務推進費

契約収納業務運営費

△

△

合 計 △

注１ 契約収納業務推進費は、受信契約の取次、受信料の未収対策等に要する経費であります。

２ 契約収納業務運営費は、受信料の請求・収納、契約収納業務の管理等に要する経費であり

ます。

受 信 対 策 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

受 信 改 善 費

受 信 対 策 推 進 費

△

△

合 計 △

注１ 受信改善費は、受信障害対策に要する経費であります。

２ 受信対策推進費は､受信相談、受信技術指導及び受信対策に共通して要する経費であります。

広 報 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

視 聴 者 意 向 収 集 費

広 報 推 進 費

放送番組等配信広報費

△

合 計

注１ 視聴者意向収集費は、視聴者の意向の受けとめに要する経費であります。

２ 広報推進費は、事業活動の周知に要する経費であります。

３ 放送番組等配信広報費は、放送番組等配信業務の周知に要する経費であります。

調 査 研 究 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

番 組 調 査 研 究 費

技 術 調 査 研 究 費

△

△

合 計 △

注 番組調査研究費及び技術調査研究費は、放送及びその受信の進歩発達に必要な調査研究に要

する経費であります。
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国際放送番組等配信費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

国 際 配 信 費

注 国際配信費は、国際放送及び協会国際衛星放送の放送番組等のウェブサイト制作等に要する

経費であります。

契 約 収 納 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

契約収納業務推進費

契約収納業務運営費

△

△

合 計 △

注１ 契約収納業務推進費は、受信契約の取次、受信料の未収対策等に要する経費であります。

２ 契約収納業務運営費は、受信料の請求・収納、契約収納業務の管理等に要する経費であり

ます。

受 信 対 策 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

受 信 改 善 費

受 信 対 策 推 進 費

△

△

合 計 △

注１ 受信改善費は、受信障害対策に要する経費であります。

２ 受信対策推進費は､受信相談、受信技術指導及び受信対策に共通して要する経費であります。

広 報 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

視 聴 者 意 向 収 集 費

広 報 推 進 費

放送番組等配信広報費

△

合 計

注１ 視聴者意向収集費は、視聴者の意向の受けとめに要する経費であります。

２ 広報推進費は、事業活動の周知に要する経費であります。

３ 放送番組等配信広報費は、放送番組等配信業務の周知に要する経費であります。

調 査 研 究 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

番 組 調 査 研 究 費

技 術 調 査 研 究 費

△

△

合 計 △

注 番組調査研究費及び技術調査研究費は、放送及びその受信の進歩発達に必要な調査研究に要

する経費であります。

給 与 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

職 員 給 与

役 員 報 酬

△

合 計 △

注 職員給与は、職員に支給する基本給、基準外賃金、賞与及び諸手当等であります。

退職手当・厚生費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

退 職 手 当

厚 生 保 健 費

△

△

合 計 △

注１ 退職手当は、役員退任手当及び職員の退職給付費用であります。

２ 厚生保健費は、社会保険料の事業主負担分及び職員の福利厚生に要する経費であります。

共 通 管 理 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

施 設 管 理 費

職 員 管 理 費 そ の 他

合 計

注１ 施設管理費は､局舎・宿舎等施設の維持運用及び公租公課等に要する経費であります。

２ 職員管理費その他は、役員交際費、一般事務、企画事務、監査、研修及び転勤に要する

経費並びにその他の事業全般に共通して要する経費であります。

３ 令和 年度の職員管理費その他のうち役員交際費は 千円であります。

減 価 償 却 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

減 価 償 却 費 △

＜減価償却費の内訳＞ （単位 千円）

区 分 取 得 価 額 令和 年度償却額 償 却 累 計 額 帳 簿 価 額 償却累計率

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機械及び装置

車両及び運搬具

器 具

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソフトウェア

合 計

注 損益計算書における令和 年度の減価償却費 千円は、令和 年度償却額

千円に、令和 年度において番組勘定に計上した 千円を加え、令和

年度において番組勘定に計上した 千円を差し引いたものであります。
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経 常 事 業 外 収 支

令和４年度の経常事業外収入７０億７，４９０万７千円に対し、経常事業外支出は

１億７，２８９万９千円であり、差し引き経常事業外収支差金は６９億２００万７千円でありま

す。なお、その内容は次表のとおりであります。

経 常 事 業 外 収 入

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

財 務 収 入

雑 収 入

合 計

財 務 収 入 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

受 取 利 息

受 取 配 当 金

△

合 計

注１ 受取利息は、預金利息、有価証券利息及びその他の金融収入であります。

２ 受取配当金は、出資先からの配当収入であります。

雑 収 入 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

雑 収 入

注 雑収入は、前々年度以前受信料の収納額等であります。

経 常 事 業 外 支 出

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

財 務 費

為 替 差 額

そ の 他 の 財 務 費 －
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経 常 事 業 外 収 支

令和４年度の経常事業外収入７０億７，４９０万７千円に対し、経常事業外支出は

１億７，２８９万９千円であり、差し引き経常事業外収支差金は６９億２００万７千円でありま

す。なお、その内容は次表のとおりであります。

経 常 事 業 外 収 入

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

財 務 収 入

雑 収 入

合 計

財 務 収 入 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

受 取 利 息

受 取 配 当 金

△

合 計

注１ 受取利息は、預金利息、有価証券利息及びその他の金融収入であります。

２ 受取配当金は、出資先からの配当収入であります。

雑 収 入 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

雑 収 入

注 雑収入は、前々年度以前受信料の収納額等であります。

経 常 事 業 外 支 出

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

財 務 費

為 替 差 額

そ の 他 の 財 務 費 －

特 別 収 支

令和４年度の特別収入は固定資産売却益等による６８億３，９４６万８千円であり、特別支出

は固定資産除却損等による３８億１，０７７万８千円であります。なお、その内容は次表のとお

りであります。

特 別 収 入

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 受 贈 益

そ の 他 の 特 別 収 入 － △

合 計

注 固定資産売却益は、主として土地の売却によるものであります。

特 別 支 出

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 の 特 別 支 出

△

△

△

合 計 △

注１ 固定資産売却損は、主として機械及び装置の売却によるものであります。

２ 固定資産除却損は、主として機械及び装置の除却によるものであります。

３ その他の特別支出は、固定資産減損損失であります。

当 期 事 業 収 支 差 金

令和４年度の当期事業収支差金は、経常事業収支差金１６３億７，５９０万１千円に経常事業

外収支差金６９億２００万７千円を加えた経常収支差金２３２億７，７９０万９千円に、特別収

入６８億３，９４６万８千円を加え、特別支出３８億１，０７７万８千円を差し引いた２６３億

６５９万９千円であり、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

当 期 事 業 収 支 差 金 △

事 業 収 支 剰 余 金 △

注 事業収支剰余金は、翌年度以降の財政安定のための財源として繰り越します。
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（有料インターネット活用業務勘定）

有料インターネット活用業務勘定は、放送法第２０条第２項第２号及び第３号の業務のうち、

専ら受信料を財源として行うもの以外のものに係る勘定であり、その収入及び支出の内容は、次

表のとおりであります。

（比較損益計算書） （単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

経

常

事

業

収

支

経 常 事 業 収 入

放送番組等有料配信収入

経 常 事 業 支 出

放送番組等有料配信費

広 報 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費 －

△

経 常 事 業 収 支 差 金

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入
△

雑 収 入 △

経 常 事 業 外 収 支 差 金
△

経 常 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

繰 越 欠 損 金

注 （ ）内は、経常事業収入を とした比率 であります。
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（有料インターネット活用業務勘定）

有料インターネット活用業務勘定は、放送法第２０条第２項第２号及び第３号の業務のうち、

専ら受信料を財源として行うもの以外のものに係る勘定であり、その収入及び支出の内容は、次

表のとおりであります。

（比較損益計算書） （単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

経

常

事

業

収

支

経 常 事 業 収 入

放送番組等有料配信収入

経 常 事 業 支 出

放送番組等有料配信費

広 報 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費 －

△

経 常 事 業 収 支 差 金

経
常
事
業
外
収
支

経 常 事 業 外 収 入
△

雑 収 入 △

経 常 事 業 外 収 支 差 金
△

経 常 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

繰 越 欠 損 金

注 （ ）内は、経常事業収入を とした比率 であります。

経 常 事 業 収 支

令和４年度の経常事業収入５４億６，９３５万円に対し、経常事業支出は３１億９，１１６万

８千円であり、差し引き経常事業収支差金は２２億７，８１８万２千円であります。

令和３年度の経常事業収入４６億１，１９６万１千円、経常事業支出２５億５，４８８万７千

円と比べ、経常事業収入は８億５，７３８万９千円の増加、経常事業支出は６億３，６２８万円

の増加であります。

経 常 事 業 収 入

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

放送番組等有料配信収入

視 聴 料 収 入

事 業 者 提 供 料 収 入

経 常 事 業 支 出

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

放送番組等有料配信費

広 報 費 △

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費 －

合 計

放送番組等有料配信費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

放送番組等有料配信費

注 放送番組等に係る協会の著作権の使用料は 千円、放送番組等に係る協会以外の著作権

の使用料は 千円であります。

広 報 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

広 報 費 △

注 広報費は、事業活動の周知及び普及促進に要する経費であります。

給 与 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

給 与
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退職手当・厚生費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

共 通 管 理 費

注 共通管理費は、事業全般に共通して要する経費であります。

減 価 償 却 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

減 価 償 却 費 －

＜減価償却費の内訳＞ （単位 千円）

区 分 取 得 価 額 令和 年度償却額 償却累計額 帳 簿 価 額 償却累計率

有 形 固 定 資 産

器 具

経 常 事 業 外 収 支

令和４年度の経常事業外収入は５千円であり、これにより経常事業外収支差金は５千円であり

ます。なお、その内容は次表のとおりであります。

経 常 事 業 外 収 入

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

雑 収 入 △

当 期 事 業 収 支 差 金

令和４年度の当期事業収支差金は、経常事業収支差金２２億７，８１８万２千円に経常事業外

収支差金５千円を加えた２２億７，８１８万７千円であり、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

当 期 事 業 収 支 差 金

繰 越 欠 損 金
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退職手当・厚生費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

共 通 管 理 費

注 共通管理費は、事業全般に共通して要する経費であります。

減 価 償 却 費 （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

減 価 償 却 費 －

＜減価償却費の内訳＞ （単位 千円）

区 分 取 得 価 額 令和 年度償却額 償却累計額 帳 簿 価 額 償却累計率

有 形 固 定 資 産

器 具

経 常 事 業 外 収 支

令和４年度の経常事業外収入は５千円であり、これにより経常事業外収支差金は５千円であり

ます。なお、その内容は次表のとおりであります。

経 常 事 業 外 収 入

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

雑 収 入 △

当 期 事 業 収 支 差 金

令和４年度の当期事業収支差金は、経常事業収支差金２２億７，８１８万２千円に経常事業外

収支差金５千円を加えた２２億７，８１８万７千円であり、その内容は次表のとおりであります。

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

当 期 事 業 収 支 差 金

繰 越 欠 損 金

（受託業務等勘定）

受託業務等勘定は、放送法第２０条第３項に基づき実施した業務に係る勘定であり、その収入

及び支出の内容は、次表のとおりであります。

（比較損益計算書） （単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

経

常

事

業

収

支

経 常 事 業 収 入

受 託 業 務 等 収 入

経 常 事 業 支 出

受 託 業 務 等 費

経 常 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

当 期 事 業 収 支 差 金

一 般 勘 定 へ の 繰 入 れ

注 （ ）内は、経常事業収入を とした比率 であります。

経 常 事 業 収 支

令和４年度の経常事業収入１１億６，２２２万５千円に対し、経常事業支出は９億７，４９５

万８千円であり、差し引き経常事業収支差金は１億８，７２６万６千円であります。

令和３年度の経常事業収入１０億３，３８５万９千円、経常事業支出８億６，９９０万３千円

と比べ、経常事業収入は１億２，８３６万５千円の増加、経常事業支出は１億５０５万５千円の

増加であります。

経 常 事 業 収 入

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

受 託 業 務 等 収 入

１ 号 業 務 収 入

２ 号 業 務 収 入 △

注１ 号業務収入は、協会の保有する施設又は設備を一般の利用に供し、又は賃貸することによる

収入であります。

２ 号業務収入は、委託により放送番組等を制作することによる収入等であります。
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経 常 事 業 支 出

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

受 託 業 務 等 費

１ 号 業 務 費

２ 号 業 務 費 △

注１ 号業務費は、一般の利用に供し、又は賃貸した協会の保有する施設又は設備の減価償却費等

であります。

２ 号業務費は、委託により放送番組等の制作に要した人件費等であります。

当 期 事 業 収 支 差 金

令和４年度の当期事業収支差金は、経常事業収支差金１億８，７２６万６千円であり、その内

容は次表のとおりであります。

なお、当期事業収支差金は、一般勘定の副次収入へ繰り入れております。

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

当 期 事 業 収 支 差 金

一般勘定への繰入れ
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経 常 事 業 支 出

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

受 託 業 務 等 費

１ 号 業 務 費

２ 号 業 務 費 △

注１ 号業務費は、一般の利用に供し、又は賃貸した協会の保有する施設又は設備の減価償却費等

であります。

２ 号業務費は、委託により放送番組等の制作に要した人件費等であります。

当 期 事 業 収 支 差 金

令和４年度の当期事業収支差金は、経常事業収支差金１億８，７２６万６千円であり、その内

容は次表のとおりであります。

なお、当期事業収支差金は、一般勘定の副次収入へ繰り入れております。

（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

当 期 事 業 収 支 差 金

一般勘定への繰入れ

４．３ 金融商品の時価に関する事項

 金融商品の状況に関する事項

協会は、資金の運用にあたっては、短期の預金（定期預金や譲渡性預金）及び長期の公社債

に限定して運用しております。短期の運用については、金融機関の財政状況等を踏まえて運用

対象機関を絞り込むとともに、長期の運用については、国債、政府保証債及び格付けの高い事

業債を購入し、リスク低減を図っております。

 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次表のとおりであります。

なお、現金は注記を省略しており、預金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

ほぼ等しいことから、注記を省略しております。

（単位 千円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

有 価 証 券
満 期 保 有 目 的 の 債 券

譲 渡 性 預 金

△

△

－

注 関係会社出資及びその他の出資 千円については、市場価格がない株式等に該当する

ため、「 金融商品の時価等に関する事項 有価証券」には含めておりません。

 保有する有価証券の状況

ア 保有する有価証券の銘柄及び資産区分の内訳（令和 年 月 日現在） （単位 千円）

区 分 有 価 証 券 長期保有有価証券 建設積立資産 合 計

満期保有目的の債券
国 債
政 府 保 証 債
非 政 府 保 証 債
地 方 債
事 業 債

譲 渡 性 預 金

－
－

－

－

－

－

－

合 計

イ 満期保有目的の債券の内訳（令和 年 月 日現在） （単位 千円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額 摘 要

国 債

政 府 保 証 債

非 政 府 保 証 債

地 方 債

事 業 債

△

△

△

△

日本高速道路保有・債務返済機構債券ほか

住宅金融支援機構債券ほか

共同発行市場公募地方債ほか

㈱ホンダファイナンス社債ほか

合 計 △
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 満期保有目的の債券等の今後の償還予定額（令和 年 月 日現在）

（単位 千円）

区 分 貸借対照表計上額 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超１０年以内

満期保有目的の債券

国 債

政 府 保 証 債

非政府保証債

地 方 債

事 業 債

譲 渡 性 預 金

－

－

－

－

－

－

合 計

 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

つのレベルに分類しております。

レベル の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価

レベル の時価：レベル のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価

レベル の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

有価証券は、有価証券、長期保有有価証券及び建設積立資産の合計であります。

有価証券のうち譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。

有価証券のうち満期保有目的の債券は相場価格を用いて評価しております。

金融商品の時価の分類とその時価は、次のとおりであります。

国債は、活発な市場で取引されているため、レベル の時価に分類しており、その時価は

千円であります。政府保証債、非政府保証債、地方債及び事業債は、市場での取引頻

度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル の時価に分類しており、

その時価は政府保証債 千円、非政府保証債 千円、地方債 千円、

事業債 千円であります。

４．４ 子会社及び関連会社に対する債権及び債務

債 権
短 期 債 権 （ 未 収 金 ） （単位 千円）

会 社 名 令和 年度末 令和 年度末 増 減

㈱ＮＨＫエ ン タ ー プ ラ イ ズ
㈱ＮＨＫエデュケーショナル
㈱日 本 国 際 放 送
㈱ＮＨＫプ ロ モ ー シ ョ ン
㈱ＮＨＫグローバルメディアサービス
㈱ＮＨＫ出 版
㈱ 放 送 衛 星 シ ス テ ム
そ の 他

△

△

合 計
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 満期保有目的の債券等の今後の償還予定額（令和 年 月 日現在）

（単位 千円）

区 分 貸借対照表計上額 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超１０年以内

満期保有目的の債券

国 債

政 府 保 証 債

非政府保証債

地 方 債

事 業 債

譲 渡 性 預 金

－

－

－

－

－

－

合 計

 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

つのレベルに分類しております。

レベル の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価

レベル の時価：レベル のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価

レベル の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

有価証券は、有価証券、長期保有有価証券及び建設積立資産の合計であります。

有価証券のうち譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。

有価証券のうち満期保有目的の債券は相場価格を用いて評価しております。

金融商品の時価の分類とその時価は、次のとおりであります。

国債は、活発な市場で取引されているため、レベル の時価に分類しており、その時価は

千円であります。政府保証債、非政府保証債、地方債及び事業債は、市場での取引頻

度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル の時価に分類しており、

その時価は政府保証債 千円、非政府保証債 千円、地方債 千円、

事業債 千円であります。

４．４ 子会社及び関連会社に対する債権及び債務

債 権
短 期 債 権 （ 未 収 金 ） （単位 千円）

会 社 名 令和 年度末 令和 年度末 増 減

㈱ＮＨＫエ ン タ ー プ ラ イ ズ
㈱ＮＨＫエデュケーショナル
㈱日 本 国 際 放 送
㈱ＮＨＫプ ロ モ ー シ ョ ン
㈱ＮＨＫグローバルメディアサービス
㈱ＮＨＫ出 版
㈱ 放 送 衛 星 シ ス テ ム
そ の 他

△

△

合 計

債 務

短 期 債 務 （ 未 払 金 ） （単位 千円）

会 社 名 令和 年度末 令和 年度末 増 減

㈱ＮＨＫエ ン タ ー プ ラ イ ズ
㈱ＮＨＫテ ク ノ ロ ジ ー ズ
㈱ＮＨＫエデュケーショナル
㈱ＮＨＫグローバルメディアサービス
㈱ＮＨＫア ー ト
ＮＨＫ営 業 サ ー ビ ス㈱
㈱ＮＨＫプ ロ モ ー シ ョ ン
そ の 他

△
△
△
△

△

合 計 △

４．５ 子会社及び関連会社との取引高の総額
（単位 千円）

区 分 令 和 年 度 令 和 年 度 増 減

収 入 総 額

支 出 総 額

４．６ 関連公益法人等の基本財産に対する出えん金及び寄付金

該当事項はありません。

４．７ 役員との間の取引による債権債務に関する事項

該当事項はありません。

４．８ 関連当事者との取引

記載すべき取引はありません。

４．９ 担保提供に関する事項

該当事項はありません。

４．１０ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

該当事項はありません。
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４．１１ 収益認識に関する事項

 収益の分解情報

（単位 千円）

区 分 令和 年度
令和 年 月 日～令和 年 月 日

受 信 料

そ の 他

合 計

注 その他は交付金収入、副次収入等であります。

 収益を理解するための基礎となる情報

「２ 財務諸表の作成に関する重要な会計方針 ２ ５ 収益の計上基準」に同様の内容を記載し

ております。

 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

受信料前受金は、通常、受信契約者から前払いで受信料を受領した場合に計上され、収益の認識

に伴い取り崩されます。
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４．１１ 収益認識に関する事項

 収益の分解情報

（単位 千円）

区 分 令和 年度
令和 年 月 日～令和 年 月 日

受 信 料

そ の 他

合 計

注 その他は交付金収入、副次収入等であります。

 収益を理解するための基礎となる情報

「２ 財務諸表の作成に関する重要な会計方針 ２ ５ 収益の計上基準」に同様の内容を記載し

ております。

 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

受信料前受金は、通常、受信契約者から前払いで受信料を受領した場合に計上され、収益の認識

に伴い取り崩されます。

４．１２ 比較キャッシュ・フロー計算書

（ 協 会 全 体 ） （単位 千円）

区 分 令和 年度 令和 年度 増 減

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ･フロー
当期事業収支差金 △
減価償却費 △
退職給付引当金の増減額 △
前払年金費用の増減額
役員退任引当金の増減額 △
未収受信料欠損引当金の増減額 △ △ △
国際催事放送権料引当金の増減額 △ △
東京オリンピック・パラリンピック
関連費用引当金の増減額

△ －

受取利息及び受取配当金 △ △ △
固定資産売却益 △ △ △
固定資産受贈益 △ △ △
固定資産除却損 △
固定資産売却損 △
受信料未収金の増減額
番組勘定の増減額 △
未収金の増減額 △ △
前払費用の増減額 △ △
未払金の増減額 △ △
未払消費税等の増減額 △
受信料前受金の増減額 △ △

その他

事業活動によるキャッシュ･フロー △

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー

定期預金の預入による支出 △ △
定期預金の払戻による収入 △
有価証券の取得による支出 △ △ △

有価証券の売却・償還による収入 △
関係会社株式の取得による支出 － △ △
固定資産の取得による支出 △ △

固定資産の売却による収入 △

長期保有有価証券の取得による支出 △ △
差入保証金の増減額
利息及び配当金の受取額
その他 △ △ △

投資活動によるキャッシュ･フロー △ △ △

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー

リース債務返済による支出 △ △

財務活動によるキャッシュ･フロー △ △

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △ △

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 △
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注 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に表示されている科目の金額との関係は、次表のと

おりであります。

（単位 千円）

（令和 年度） （令和 年度）

現金及び預金勘定

預入期間が か月を超える定期預金 △ △

取得日から か月以内に償還期限の到来する短期投資（有価証券） － －

現金及び現金同等物
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注 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に表示されている科目の金額との関係は、次表のと

おりであります。

（単位 千円）

（令和 年度） （令和 年度）

現金及び預金勘定

預入期間が か月を超える定期預金 △ △

取得日から か月以内に償還期限の到来する短期投資（有価証券） － －

現金及び現金同等物

４．１３ インターネット活用業務に係る費用の明細

 受信料財源インターネット活用業務費用明細表
令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（ 一 般 勘 定 ） （単位 千円）

注１ この表において、「費用の上限」とは、実施基準に定める受信料財源インターネット活用業務の

実施に要する費用の上限であります。

２ 区分経理の実施方法等（放送法施行規則第 条第 項第 号ツ～ナ）については、令和 年度の

「インターネット活用業務実施計画」によっております。

科 目 二 号 業 務 三 号 業 務 合 計
国 内
インターネット
活 用 業 務

国 際
インターネット
活 用 業 務

常 時 同 時
配 信 等
業 務

左 記
以 外 の
業 務

国 内

放 送

番組等

配信費

コ ン テ ン ツ
制 作 業 務 費

－ －

コ ン テ ン ツ
制 作 設 備 費

－ －

配 信
業 務 費

－ －

配 信
設 備 費

－ －

認 証
業 務 費

－ － －

認 証
設 備 費

－ － －

視 聴 者
対 応 費

－ － －

企 画 費 － － －

開 発 費 － － －

小 計 － －

国 際
放 送
番組等
配信費

業 務
関 連 費

－ － － －

設 備
関 連 費

－ － － －

小 計 － － － －

広 報 費 － － －

給 与 －

退職手当・厚生費 －

共 通 管 理 費 －

減 価 償 却 費 －

合 計 －

費 用 の 上 限
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有料インターネット活用業務費用明細表

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（有料インターネット活用業務勘定） （単位 千円）

科 目 金 額

放送番組等

有料配信費

コンテンツ制作業務費

コンテンツ制作設備費

配 信 業 務 費

配 信 設 備 費

認 証 決 済 業 務 費

認 証 決 済 設 備 費

利 用 者 対 応 費

小 計

広 報 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

合 計

５ 重要な後発事象に関する事項

（還元目的積立金の新設）

放送法及び放送法施行規則の還元目的積立金に関する規定が令和 年 月 日に施行されたことを

受け、協会は、電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和 年 月 日法律第 号）附則第 条

及び放送法施行規則等の一部を改正する省令（令和 年 月 日総務省令第 号）附則第 条の規定

に基づき、令和 年 月 日に予定されている経営委員会における令和 年度の財務諸表の議決を経

た後、 千円を繰越剰余金から還元目的積立金に組み替えます。

これにより、令和 年度において、協会の貸借対照表の純資産の部の剰余金に還元目的積立金

千円が新たに計上され、繰越剰余金が同額減少します。
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有料インターネット活用業務費用明細表

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（有料インターネット活用業務勘定） （単位 千円）

科 目 金 額

放送番組等

有料配信費

コンテンツ制作業務費

コンテンツ制作設備費

配 信 業 務 費

配 信 設 備 費

認 証 決 済 業 務 費

認 証 決 済 設 備 費

利 用 者 対 応 費

小 計

広 報 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

合 計

５ 重要な後発事象に関する事項

（還元目的積立金の新設）

放送法及び放送法施行規則の還元目的積立金に関する規定が令和 年 月 日に施行されたことを

受け、協会は、電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和 年 月 日法律第 号）附則第 条

及び放送法施行規則等の一部を改正する省令（令和 年 月 日総務省令第 号）附則第 条の規定

に基づき、令和 年 月 日に予定されている経営委員会における令和 年度の財務諸表の議決を経

た後、 千円を繰越剰余金から還元目的積立金に組み替えます。

これにより、令和 年度において、協会の貸借対照表の純資産の部の剰余金に還元目的積立金

千円が新たに計上され、繰越剰余金が同額減少します。
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６ 貸借対照表及び損益計算書についての勘定相互間の相殺消去等

（ 貸 借 対 照 表 ）

令和 年 月 日現在

（単位 千円）

科 目 一 般 勘 定 有料インターネット活用業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合 計

流 動 資 産 合 計 △

現 金 及 び 預 金 － － －

受 信 料 未 収 金 － － －

有 価 証 券 － － －

番 組 勘 定 － － －

前 払 費 用 － －

有料インターネット活用 － － △ －

業務勘定短期貸付金

受託業務等勘定短期貸付金 － － △ －

未 収 金 －

その他の流動資産 － － －

固 定 資 産 合 計 － －

有 形 固 定 資 産 － －

建 物 － － －

構 築 物 － － －

機 械 及 び 装 置 － － －

車両及び運搬具 － － －

器 具 － －

土 地 － － －

建 設 仮 勘 定 － － －

無 形 固 定 資 産 － － －

無 形 固 定 資 産 － － －

出資その他の資産 － － －

長期保有有価証券 － － －

出 資 － － －

長 期 前 払 費 用 － － －

前 払 年 金 費 用 － － －

その他の出資その他の資産 － － －

特 定 資 産 合 計 － － －

建 設 積 立 資 産 － － －

資 産 合 計 △
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６ 貸借対照表及び損益計算書についての勘定相互間の相殺消去等

（ 貸 借 対 照 表 ）

令和 年 月 日現在

（単位 千円）

科 目 一 般 勘 定 有料インターネット活用業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合 計

流 動 資 産 合 計 △

現 金 及 び 預 金 － － －

受 信 料 未 収 金 － － －

有 価 証 券 － － －

番 組 勘 定 － － －

前 払 費 用 － －

有料インターネット活用 － － △ －

業務勘定短期貸付金

受託業務等勘定短期貸付金 － － △ －

未 収 金 －

その他の流動資産 － － －

固 定 資 産 合 計 － －

有 形 固 定 資 産 － －

建 物 － － －

構 築 物 － － －

機 械 及 び 装 置 － － －

車両及び運搬具 － － －

器 具 － －

土 地 － － －

建 設 仮 勘 定 － － －

無 形 固 定 資 産 － － －

無 形 固 定 資 産 － － －

出資その他の資産 － － －

長期保有有価証券 － － －

出 資 － － －

長 期 前 払 費 用 － － －

前 払 年 金 費 用 － － －

その他の出資その他の資産 － － －

特 定 資 産 合 計 － － －

建 設 積 立 資 産 － － －

資 産 合 計 △

（単位 千円）

科 目 一 般 勘 定 有料インターネット活用業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合 計

流 動 負 債 合 計 △

一般勘定短期借入金 － △ －

未 払 金 －

未 払 費 用 － － －

未 払 消 費 税 等 －

受 信 料 前 受 金 － － －

短期リース債務 － －

その他の流動負債 －

固 定 負 債 合 計 － －

退職給付引当金 － － －

役員退任引当金 － － －

国際催事放送権料引当金 － － －

長期リース債務 － －

その他の固定負債 － － －

負 債 合 計 △

承 継 資 本 － － －

固定資産充当資本 － － －

剰余金（欠損金） △ － －

純 資 産 合 計 △ － －

負 債 純 資 産 合 計 △
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（ 損 益 計 算 書 ）

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（単位 千円）

科 目 一 般 勘 定 有料インターネット活用業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合 計

経 常 事 業 収 入 △

受 信 料 － － －

交 付 金 収 入 － － －

放送番組等有料配信収入 － － －

副 次 収 入 － － △

受 託 業 務 等 収 入 － － －

経 常 事 業 支 出 △

国 内 放 送 費 － － －

国 際 放 送 費 － － －

国内放送番組等配信費 － － －

国際放送番組等配信費 － － －

放送番組等有料配信費 － － △

受 託 業 務 等 費 － － △

契 約 収 納 費 － － －

受 信 対 策 費 － － －

広 報 費 － －

調 査 研 究 費 － － －

給 与 － －

退職手当・厚生費 － －

共 通 管 理 費 － △

減 価 償 却 費 － －

未収受信料欠損償却費 － － －

経 常 事 業 収 支 差 金 △

経 常 事 業 外 収 入 － －

財 務 収 入 － － －

雑 収 入 － －

経 常 事 業 外 支 出 － － －

財 務 費 － － －

経常事業外収支差金 － －

経 常 収 支 差 金 △

特 別 収 入 － － －

固 定 資 産 売 却 益 － － －

固 定 資 産 受 贈 益 － － －

特 別 支 出 － － －

固 定 資 産 売 却 損 － － －

固 定 資 産 除 却 損 － － －

その他の特別支出 － － －

当 期 事 業 収 支 差 金 △
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（ 損 益 計 算 書 ）

令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（単位 千円）

科 目 一 般 勘 定 有料インターネット活用業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合 計

経 常 事 業 収 入 △

受 信 料 － － －

交 付 金 収 入 － － －

放送番組等有料配信収入 － － －

副 次 収 入 － － △

受 託 業 務 等 収 入 － － －

経 常 事 業 支 出 △

国 内 放 送 費 － － －

国 際 放 送 費 － － －

国内放送番組等配信費 － － －

国際放送番組等配信費 － － －

放送番組等有料配信費 － － △

受 託 業 務 等 費 － － △

契 約 収 納 費 － － －

受 信 対 策 費 － － －

広 報 費 － －

調 査 研 究 費 － － －

給 与 － －

退職手当・厚生費 － －

共 通 管 理 費 － △

減 価 償 却 費 － －

未収受信料欠損償却費 － － －

経 常 事 業 収 支 差 金 △

経 常 事 業 外 収 入 － －

財 務 収 入 － － －

雑 収 入 － －

経 常 事 業 外 支 出 － － －

財 務 費 － － －

経常事業外収支差金 － －

経 常 収 支 差 金 △

特 別 収 入 － － －

固 定 資 産 売 却 益 － － －

固 定 資 産 受 贈 益 － － －

特 別 支 出 － － －

固 定 資 産 売 却 損 － － －

固 定 資 産 除 却 損 － － －

その他の特別支出 － － －

当 期 事 業 収 支 差 金 △

７ 主たる設備の状況

令和４年度末における主たる保有設備の状況は次表のとおりであります。

区 分
土 地

建 物
面 積 金 額

㎡ 千円 千円

放 送 会 館

（うち、放送センター）

テレビジョン放送所

ラ ジ オ 放 送 所

テレビジョン共同受信施設 － － －

そ の 他 の 施 設

合 計

区 分 機械及び装置 その他の固定資産
貸借対照表

計上額合計

千円 千円 千円

放 送 会 館

（うち、放送センター）

テレビジョン放送所

ラ ジ オ 放 送 所

テレビジョン共同受信施設 －

そ の 他 の 施 設

合 計

注１ その他の施設は放送技術研究所及び放送文化研究所等であります。

２ その他の固定資産は構築物、車両、運搬具及び器具であります。
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８ 収入支出の決算の状況

８．１ 収 入 支 出 の 決 算

令和４年度における収入支出の決算の状況は、別表収入支出決算表のとおりであります。

８．２ 予 算 総 則 の 適 用

（一 般 勘 定）

予算総則第６条に基づく予備費の使用 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 千円

ア 外国為替レートの円安に伴う支出増 千円

国 内 放 送 費 千円

国 際 放 送 費 千円

財 務 費 千円

予算総則第５条第１項に基づく令和 年度への建設費予算の繰越し ･･････････････････ 千円

ア 放送網設備の整備費 千円

イ 地域放送会館の整備費 千円

ウ 番組設備等の整備費 千円

予算総則第５条第２項に基づく令和 年度からの建設費予算の繰越し ･･････････ 千円

ア 放送網設備の整備費 千円

イ 地域放送会館の整備費 千円

ウ 番組設備等の整備費 千円
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８ 収入支出の決算の状況

８．１ 収 入 支 出 の 決 算

令和４年度における収入支出の決算の状況は、別表収入支出決算表のとおりであります。

８．２ 予 算 総 則 の 適 用

（一 般 勘 定）

予算総則第６条に基づく予備費の使用 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 千円

ア 外国為替レートの円安に伴う支出増 千円

国 内 放 送 費 千円

国 際 放 送 費 千円

財 務 費 千円

予算総則第５条第１項に基づく令和 年度への建設費予算の繰越し ･･････････････････ 千円

ア 放送網設備の整備費 千円

イ 地域放送会館の整備費 千円

ウ 番組設備等の整備費 千円

予算総則第５条第２項に基づく令和 年度からの建設費予算の繰越し ･･････････ 千円

ア 放送網設備の整備費 千円

イ 地域放送会館の整備費 千円

ウ 番組設備等の整備費 千円

（有料インターネット活用業務勘定）

予算総則第７条に基づく増収額の振当て ･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 千円

ア 受 入 れ の 項 及 び 金 額 千円

放送番組等有料配信収入 千円

イ 振 当 て の 項 及 び 金 額 千円

放送番組等有料配信費 千円

給 与 千円

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 千円

共 通 管 理 費 千円

（受託業務等勘定）

予算総則第７条に基づく増収額の振当て ･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 千円

ア 受 入 れ の 項 及 び 金 額 千円

受 託 業 務 等 収 入 千円

イ 振 当 て の 項 及 び 金 額 千円

受 託 業 務 等 費 千円
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別 表

収 入 支 出

（一 般 勘 定）

（事 業 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予 算 総 則 に 基

第 条予備費

千円 千円

事 業 収 入

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

財 務 収 入

雑 収 入

特 別 収 入

－

－

－

－

－

－

－

事 業 支 出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

国内放送番組等配信費

国際放送番組等配信費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

財 務 費

特 別 支 出

予 備 費

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

△

事 業 収 支 差 金 － －

注１ 事業収支差金の処分の内訳

翌 年 度 以 降 の 財 政 安 定 の た め の 繰 越 金 － －

２ 収入支出決算表における受信料は、未収受信料欠損償却費を控除した金額であります。
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別 表

収 入 支 出

（一 般 勘 定）

（事 業 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予 算 総 則 に 基

第 条予備費

千円 千円

事 業 収 入

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

財 務 収 入

雑 収 入

特 別 収 入

－

－

－

－

－

－

－

事 業 支 出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

国内放送番組等配信費

国際放送番組等配信費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

財 務 費

特 別 支 出

予 備 費

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

△

事 業 収 支 差 金 － －

注１ 事業収支差金の処分の内訳

翌 年 度 以 降 の 財 政 安 定 の た め の 繰 越 金 － －

２ 収入支出決算表における受信料は、未収受信料欠損償却費を控除した金額であります。

決 算 表

令和４年度

額

づ く 増 減 額 合 計 決 算 額 予 算 残 額

増 減 額 計

千円 千円 千円 千円

－

－

－

－

－

－

－

△

△

△

△

△

△

△

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

△ －

－ － △

－ － △
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（資 本 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予算総則に基づく増減額

第 条第 項繰越 増 減 額 計

千円 千円 千円

資 本 収 入

減価償却資金受入れ

資 産 受 入 れ

－ －

資 本 支 出

建 設 費

出 資 － －

資本収支差金 － －

前 期 繰 越 金 千円

令和 年度発生額 千円（事業収支差金 千円と資本

後 期 繰 越 金 千円
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（資 本 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予算総則に基づく増減額

第 条第 項繰越 増 減 額 計

千円 千円 千円

資 本 収 入

減価償却資金受入れ

資 産 受 入 れ

－ －

資 本 支 出

建 設 費

出 資 － －

資本収支差金 － －

前 期 繰 越 金 千円

令和 年度発生額 千円（事業収支差金 千円と資本

後 期 繰 越 金 千円

額

合 計 決 算 額 繰 越 額 予 算 残 額

千円 千円 千円 千円

－

－

－ △

収支差金 千円との合計額）

- 91 -



（有料インターネット活用業務勘定）

（事 業 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予 算 総 則 に 基

第 条増収振当て

千円 千円

事 業 収 入

放送番組等有料配信収入

雑 収 入 － －

事 業 支 出

放送番組等有料配信費

広 報 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

－

－

事業収支差金 －

注 事業収支差金 千円を含む令和 年度末の繰越不足△ 千円については、一般

（資 本 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予算総則に基づく増減額

千円 千円

資 本 収 入

減価償却資金受入れ

－

－

資 本 支 出

建 設 費

－

－

資本収支差金 － －

（受託業務等勘定）

（事 業 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予 算 総 則 に 基

第 条増収振当て

千円 千円

事 業 収 入

受 託 業 務 等 収 入

事 業 支 出

受 託 業 務 等 費

事業収支差金 －

注 事業収支差金 千円は、一般勘定へ繰り入れております。
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（有料インターネット活用業務勘定）

（事 業 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予 算 総 則 に 基

第 条増収振当て

千円 千円

事 業 収 入

放送番組等有料配信収入

雑 収 入 － －

事 業 支 出

放送番組等有料配信費

広 報 費

給 与

退 職 手 当 ・ 厚 生 費

共 通 管 理 費

減 価 償 却 費

－

－

事業収支差金 －

注 事業収支差金 千円を含む令和 年度末の繰越不足△ 千円については、一般

（資 本 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予算総則に基づく増減額

千円 千円

資 本 収 入

減価償却資金受入れ

－

－

資 本 支 出

建 設 費

－

－

資本収支差金 － －

（受託業務等勘定）

（事 業 収 支）

予 算

款 項 当 初 額 予 算 総 則 に 基

第 条増収振当て

千円 千円

事 業 収 入

受 託 業 務 等 収 入

事 業 支 出

受 託 業 務 等 費

事業収支差金 －

注 事業収支差金 千円は、一般勘定へ繰り入れております。

額

づ く 増 減 額 合 計 決 算 額 予 算 残 額

増 減 額 計

千円 千円 千円 千円

－ －

△ 
△ 
△ 

－

－

－ △ 

勘定からの短期借入金等をもって補てんしております。

額

合 計 決 算 額 予 算 残 額

千円 千円 千円

－ － －

額

づ く 増 減 額 合 計 決 算 額 予 算 残 額

増 減 額 計

千円 千円 千円 千円

△

△

－ △ 
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